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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期

決算年月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月

売上高 (百万円) － － － 43,747 69,591

経常利益 (百万円) － － － 3,557 5,245

当期純利益 (百万円) － － － 2,066 2,934

純資産額 (百万円) － － － 20,585 21,239

総資産額 (百万円) － － － 60,945 79,882

１株当たり純

資産額
（円） － － － 38,352.72 41,606.68

１株当たり当

期純利益金額
（円） － － － 4,570.43 5,505.60

潜在株式調整

後１株当たり

当期純利益金

額

（円） － － － 4,346.60 5,493.94

自己資本比率 （％） － － － 33.8 26.6

自己資本利益

率
（％） － － － 13.2 14.0

株価収益率 （倍） － － － 15.21 5.99

営業活動によ

るキャッシュ

・フロー

(百万円) － － － △13,394 △7,684

投資活動によ

るキャッシュ

・フロー

(百万円) － － － △299 △3,431

財務活動によ

るキャッシュ

・フロー

(百万円) － － － 19,346 2,837

現金及び現金

同等物の期末

残高

(百万円) － － － 23,560 15,282

従業員数 （人） － － － 223 318

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．第15期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。

３．平成18年２月１日付で株式１株につき２株の株式分割をしております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期

決算年月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月

売上高 (百万円) 17,360 21,600 35,178 42,697 57,785

経常利益 (百万円) 1,275 1,680 2,932 3,646 4,208

当期純利益 (百万円) 720 952 1,759 2,155 2,466

持分法を適用

した場合の投

資利益

(百万円) － － － － －

資本金 (百万円) 323 1,191 3,503 7,505 7,508

発行済株式総

数
(株) 19,428 85,712 214,385.35 536,748.70 537,356.70

純資産額 (百万円) 2,176 4,699 10,852 20,675 20,863

総資産額 (百万円) 19,986 24,413 35,233 60,338 66,401

１株当たり純

資産額
(円) 110,744.88 54,527.82 50,563.26 38,519.24 40,869.07

１株当たり配

当額

（うち１株当

たり中間配

当額）

(円)
7,500.00

（ － ）

2,300.00

（ － ）

1,450.00

（ － ）

1,700.00

（ － ）

1,300.00

 （ － ）

１株当たり当

期純利益金額
(円) 36,539.49 11,613.20 9,623.60 4,768.33 4,625.90

潜在株式調整

後１株当たり

当期純利益金

額

(円) 35,316.18 10,936.92 9,126.13 4,534.81 4,616.10

自己資本比率 (％) 10.9 19.3 30.8 34.3 31.4

自己資本利益

率
(％) 38.8 27.7 22.6 13.7 11.8

株価収益率 (倍) 6.71 7.06 25.46 14.58 7.12

配当性向 (％) 20.5 19.8 15.1 35.7 28.1

営業活動によ

るキャッシュ

・フロー

(百万円) 2,965 △6,493 2,361 － －

投資活動によ

るキャッシュ

・フロー

(百万円) △8 24 △69 － －

財務活動によ

るキャッシュ

・フロー

(百万円) 407 5,389 6,879 － －

現金及び現金

同等物の期末

残高

(百万円) 9,816 8,737 17,908 － －

従業員数 (人) 180 202 211 201 234

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．平成15年８月15日付をもって、１株を２株に分割しております。

３．平成16年８月16日付をもって、１株を４株に分割しております。

４．平成17年１月14日付をもって、１株を２株に分割しております。

５．平成18年２月１日付をもって、１株を２株に分割しております。

６．第15期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月９日

　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準委員会　平成17年12月９日企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。

７．第15期の１株当たり配当金には、記念配当500円を含んでおります。

８．第15期より連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッ

シュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高は記載しておりませ

ん。

EDINET提出書類

株式会社サンシティ(E04006)

有価証券報告書

 3/94



２【沿革】

年月 事項

平成４年２月 新築マンションの企画及び販売を目的に株式会社サンシティ住宅販売（資本金1,500万円 本社仙

台市青葉区）を設立

平成４年４月 宅地建物取引業免許（宮城県知事(1)第3936号）を取得

平成４年５月 販売代理物件第１号を受託・販売

平成５年11月 全国住宅地開発厚生年金基金加入

平成６年２月 新築マンションの設計・企画を行うサンシティ一級建築士事務所を開設

平成６年３月 本社を仙台市青葉区木町通二丁目６番53号に移転

平成６年11月 社団法人宮城県住宅宅地造成協会に加入

平成７年６月 自社開発物件第１号として仙台市青葉区にサンシティ森林公園（ワンルームマンション）を企画

・販売

平成７年９月 宅地建物取引業免許を県知事免許（宮城県知事(2)第3936号）から建設大臣免許（建設大臣(1)5381

号）に切り替え

平成７年９月 福島県郡山市に郡山営業所を開設

平成７年11月 札幌市中央区に札幌営業所を開設

平成８年９月 秋田県秋田市に自社開発のファミリータイプとしては初のサンシティ秋田大町を企画・販売

平成10年３月 東京都中央区に東京支店を開設

平成10年３月 郡山営業所及び札幌営業所を支店に昇格

平成10年９月 宅地建物取引業免許を建設大臣免許（建設大臣(1)5381号）から国土交通大臣免許（国土交通大臣

(2)5381号）に更新

平成11年９月 北海道の経済市況冷え込みにより札幌支店を一時撤退

平成13年１月 横浜市西区に横浜支店を開設

平成13年10月 社名を「株式会社サンシティ」に変更

平成13年10月 マンションブランド名をファミリータイプを「サンデュエル」、ワンルームタイプを「アヴァン

ツァーレ」に変更

平成14年３月 本社を仙台市青葉区一番町四丁目６番１号に移転

平成14年12月 日本証券業協会に株式を店頭登録

平成15年１月 岩手県盛岡市に盛岡支店を開設

平成15年３月 東京支店と横浜支店を統合し、東京都港区に東京支社を開設

平成16年１月 さいたま市大宮区に北関東支店を開設

平成16年３月 ＳＵＮＲＩＳＥ（サンライズ）事業・不動産流動化事業の開始

平成16年９月 東京証券取引所市場第二部に上場

平成17年９月 秋田県秋田市に秋田支店を開設

平成18年４月 株式会社サンシティビルドの株式を取得し、子会社とする

平成18年６月 東京証券取引所市場第一部に指定替え

平成19年４月 株式会社地建の株式を取得し、子会社とする

平成19年４月 山形県山形市に山形営業所を開設
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３【事業の内容】

当社グループは、株式会社サンシティ（当社）及び株式会社サンシティビルドと株式会社地建の連結子会社２社によ

り構成されており、分譲マンション、賃貸マンション等の企画、販売代理業務、賃貸業務、広告請負業務、分譲業務、内装工

事を行っております。

事業の種類別セグメント 事　業　内　容 主要な会社

分譲マンション事業

３ＬＤＫを主体としたファミリータイプマンション

「サンデュエル」と「アーバンシティ」、ワンルーム

から１ＬＤＫを主体としたアーバンタイプマンション

「アヴァンツァーレ」の企画、開発、販売を行っており

ます。

当社

株式会社地建

不動産流動化事業

賃貸用マンションや商業施設の企画・開発・売却ま

たは賃貸管理、中古オフィスビル等を買取り、当社独自

のデューデリジェンスに基づき、当該物件のバリュー

アップを図り売却を行っております。

当社

その他の事業

不動産賃貸事業

主として顧客の資産形成などの目的に開発・分譲し

ましたワンルームタイプマンション及びオフィスビル

などの賃貸業務を行っております。

耐震補強・内装工事事業・戸建工事事業

木造戸建住宅を中心に耐震診断、耐震補強工事や分

譲マンション、戸建住宅の内装工事、戸建注文住宅の施

工及び販売を行っております。

その他

主として分譲マンション事業における販売時の広告

及び宣伝業務等をマンション売主（事業主）より請

負、販売活動を促進させるために必要なチラシ・広告

等を作成します。

当社

株式会社サンシティビルド

株式会社地建

 事業系統図は、次のとおりであります。
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平成19年４月２日付で株式会社地建の株式を取得し、子会社としております。
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４【関係会社の状況】

       連結子会社

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の所有割合

（％）
関係内容

㈱地建

（注）２
 静岡県沼津市 21

 分譲マンション

事業

 その他の事業

100.0 
 資金援助あり

 役員の兼任２名

㈱サンシティビルド  仙台市若林区 10  その他の事業 100.0 
 資金援助あり

 役員の兼任３名

　（注）１．「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２．株式会社地建については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が

10％を超えております。

主要な損益情報等　　　(1）売上高　　　　 10,298百万円

(2）経常利益　　　　1,335百万円

(3）当期純利益　　　　768百万円

(4）純資産額　　　  3,244百万円

(5）総資産額　　　 15,520百万円

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成19年12月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

 分譲マンション事業 250  

 不動産流動化事業 12  

 その他の事業 41  

 分譲マンション事業・その他の事業共通 5  

 全社（共通） 10  

合計 318  

（注）１．従業員数は、就業人員であります。

２．分譲マンション事業・その他の事業共通として記載している従業員数は、連結子会社である株式会社地建の管

理部門に所属しているものであります。

３．全社（共通）として記載している従業員数は、特定のセグメントに区分できない親会社の管理部門に所属して

いるものであります。

４．従業員数が前連結会計年度末に比べ95人増加しておりますが、その主な理由は、当社の業容拡大に伴う定期及

び期中採用・株式会社地建の子会社化によるものであります。

(2）提出会社の状況

 平成19年12月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

234 31.93 3.43 5,004,754

　（注）１．従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除く。）であります。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．従業員数が前期末に比べ33人増加しましたのは、業容拡大に伴う定期及び期中採用によるものであります。

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

当連結会計年度におきましては、米国の住宅融資（サブプライムローン）問題を背景に原油・原材料価格の高

騰が目立ち、大企業の設備投資や雇用はなお堅調なものの、米国をはじめとする世界経済の先行き不安から、国内

の景況も予断を許さない状況となっております。

企業業績につきましては、12月調査日銀短観では大企業製造業業況判断指数（ＤＩ）が19ポイントと前回９月

調査より４ポイント低下し、悪化は３四半期ぶりとなっております。また、雇用環境につきましては雇用の過不足

感を示す雇用人員判断指数は大企業製造業でマイナス７ポイントと不足超過が続き、非製造業も不足幅が３四半

期ぶりに拡大し、雇用環境は底堅さを見せておりますが、大企業、中小企業ともに先行きの業況判断指数は一段と

悪化を見込んでおり、景気の先行き警戒感が鮮明となっております。

当不動産業界におきましては、耐震偽装の再発防止を目的に、改正建築基準法が昨年６月に施行された影響で、

平成19年の新設住宅着工戸数は前年比17.8％減の106万741戸となり、昭和42年以来、40年ぶりの低水準まで落ち込

みました。しかしながら、昨年12月の着工戸数は前年同月比19.2％減の8万7,214戸となり、減少率は二桁台が続くも

のの、縮小傾向にあります。ただし、マンションは49.7％減と大幅な減少が続いており、先行き不透明感も残ってお

ります。 

このような状況下において、当社は昨年４月に静岡県に本社を置く株式会社地建を100％子会社とし、北は青森

県から静岡県、甲信越、北陸までを当社グループとしてカバーすることが可能となり、この結果、分譲マンション事

業は販売戸数1,239戸（前期比3.8％増）となりました。また、不動産流動化事業では、当期販売予定にしておりまし

た一物件が平成20年度の販売予定となったものの、販売件数18件、売上高37,535百万円（前期比121.3％増）とな

り、当連結会計年度も大きく収益に貢献しました。 

この結果、当社グループの経営成績は売上高69,591百万円（前期比59.1％増）、営業利益6,272百万円（前期比

51.8％増）、経常利益5,245百万円（前期比47.4％増）、当期純利益2,934百万円（前期比42.1％増）と大幅な増収増

益となり、おかげ様で会社設立以来16年連続の増収増益を達成することが出来ました。

なお、事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

<分譲マンション事業>

分譲マンション事業におきましては、マンション建設に適した用地取得が安定的にでき、好立地の物件を低価格

でご提供することができたことや４月から連結子会社になりました株式会社地建における契約及び引渡しが順調

に推移したことから売上高が増加しました。その結果、売上高は29,570百万円（前年同期比16.5％増）、営業利益は

当社が363百万円（前年同期比81.6％減）となったものの、株式会社地建の連結子会社化により1,303百万円（前年

同期比33.9％減）となりました。

<不動産流動化事業>

不動産流動化事業におきましては、前連結会計年度に売上計上予定であった（仮称）郡山駅東複合型商業施設の

販売や（仮称）盛岡南ショッピングセンター　サンサの販売が順調に進み販売件数は18件となりました。その結果、

売上高は37,535百万円（前年同期比121.3％増）、営業利益は4,965百万円（前年同期比99.2％増）となりました。

<その他の事業>

その他の事業におきましては、子会社２社の内装工事・戸建工事等の売上高が大幅に増加しました。その結果、売

上高は2,485百万円（前年同期比77.9％増）、営業利益は362百万円（前年同期は２百万円の営業損失）となりまし

た。
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(2）キャッシュ・フロー

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、たな卸資産の増加や仕入債務の減

少により、前連結会計年度末に比べ8,278百万円減少し、当連結会計年度末には15,282百万円となりました。

　当連結会計年度末における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における営業活動の結果使用した資金は7,684百万円（前年同期比42.6％減）となりました。

これは主に、たな卸資産の増加や仕入債務の減少額9,966百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における投資活動の結果使用した資金は3,431百万円（前年同期比1,044.1％増）となりました。

これは主に、連結範囲の変更を伴う子会社株式主取得による支出3,728百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における財務活動の結果得られた資金は2,837百万円（前年同期比85.3％減）となりました。

これは主に、短期借入金の純減額5,248百万円及び長期借入金の返済による支出29,130百万円、自社株式の取得に

よる支出1,367百万円があったものの長期借入れによる収入39,546百万円によるものであります。

２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　該当事項はありません。

(2）契約状況

　当連結会計年度における契約状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの
名称

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

契約高 契約繰越残高

戸数・件数 金額（百万円）
前年同期比
（％）

戸数・件数 金額（百万円）
前年同期比
（％）

分譲マンション事業 1,085戸 26,294 △2.8 184戸 4,973 83.8

不動産流動化事業 20件 37,020 65.9 3件 7,044 △6.8

その他の事業 159件 1,173 3.8 16件 263 72.5

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

前年同期比（％）

分譲マンション事業（百万円） 29,570 16.5

不動産流動化事業（百万円） 37,535 121.3

その他の事業（百万円） 2,485 77.9

合計（百万円） 69,591 59.1

（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．当連結会計年度の分譲マンション事業の販売戸数は1,239戸、不動産流動化事業の販売件数は18件であります。

３．当連結会計年度における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとお

であります。

なお、前連結会計年度において当該割合が100分の10以上の相手先はありません。

相手先 金額（百万円） 割合（％）

株式会社リコリス 9,200 13.2
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相手先 金額（百万円） 割合（％）

株式会社ニューシティコーポ

レーション（エヌ・シー・エー

・ティー・２・ジャパン 特定目

的会社）

7,600 10.9
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３【対処すべき課題】

(1) 当社グループが対処すべき課題

国内経済は、米国の住宅融資（サブプライムローン）問題を背景に原油・原材料価格の高騰など、米国をはじめと

する世界経済の先行き不安から予断を許さない状況となっております。また、不動産業界を取り巻く環境は改正建築

基準法の施行の影響で、住宅着工件数の減少による先行き不透明感が残り、楽観視できる状況ではありません。

このような中で当社グループは、昨年に発表いたしました平成19年12月期の業績予想の修正を真摯に受け止め、今

後、更なる物件管理・予算管理を行い、従来からの主力事業であります分譲マンション事業と新たに当社の根幹を成

す事業に成長しました不動産流動化事業と合わせ、総合不動産業の基盤をより強固なものとすべく、当社グループ一

体となり全力で取り組んでまいります。

(2) インサイダー取引に関する取組み

平成20年１月22日に証券取引等監視委員会から、当社役員に対し証券取引法違反の事実が認められたとして、課徴

金納付を命じられました。皆様に多大なるご心配とご迷惑をおかけ致しましたことを、深くお詫び申し上げます。

今後、社内管理体制や役職員に対する教育を一段と強化し、コンプライアンスの遵守等上場企業としての社会的責

任を周知徹底させ、再発防止に努めてまいります。
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４【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及

ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成20年３月27日）現在において判断し
たものであります。

(1) 売上の計上時期による業績変動について
当社グループの主たる事業である分譲マンション事業、不動産流動化事業、耐震補強事業、内装工事事業で

は、購入者または発注者へ引渡した時点で売上を計上しているため、その引渡時期により同一年度内において

売上高及び利益に偏りが生じる場合があります。過年度におきましては、引渡しが下半期に行われた割合が高

く売上高及び利益が下期に偏重しております。

また、マンション等の工事の遅延等により竣工、引渡時期の変動や購入者または発注者の都合等により引渡

しが遅延した場合には、売上計上時期が事業年度間において変動する可能性もあります。

当社グループの主たる事業である分譲マンション事業、不動産流動化事業、耐震補強事業、内装工事事業で

は、購入者または発注者との売買契約成立後、建物が竣工し、購入者または発注者へ引渡した時点で売上を計

上しているため、その引渡時期により同一年度内において売上高及び利益に偏りが生じる場合があります。過

年度におきましては、引渡しが下半期に行われた割合が高く売上高及び利益が下期に偏重しております。

なお、将来的には引渡時期の平準化を目的とした仕入、受注及び販売体制を構築していくことを目標にして

いるため、上半期及び下半期の経営成績の偏重がなくなる可能性もあります。

(2) のれんの償却について
当社グループは、のれんの償却について効果の発現すると見積られる期間で均等償却を行っております。将

来において、その効果が取得時の見積りに基づく期間よりも早く消滅すると見込まれる場合には、当該のれん

残高について相当の減額を行う可能性があり、当社グループの業績および財政状態に影響を及ぼす可能性が

あります。

(3) 有利子負債への依存について
当社グループは、分譲マンション事業、不動産流動化事業を中心に積極的に事業の拡大をしており、事業用

地の仕入資金は主に金融機関からの借入により調達していることから、平成19年12月期末における借入金残
高は39,603百万円、負債純資産合計額に対する借入金の割合は49.6％となっております。 
これらの金融機関との取引関係は安定しておりますが、経済・金融情勢の変化により、急激な地価の変動や

金利の変動等が生じた場合には、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。 

(4) 法的規制等について
当社グループは、宅地建物取引業者として宅地建物取引業法第三条に基づく宅地建物取引業者免許証（免

許証番号　国土交通大臣(3)第５３８１号　有効期間：平成15年９月14日から平成20年９月13日まで）、（免許
証番号　宮城県知事(1)第５４０１号　有効期間：平成18年10月７日から平成23年10月６日まで）、（免許証番
号　国土交通大臣(1)第６９６４号　有効期間　平成16年11月19日から平成21年11月18日まで）の交付を受け、ま
た建設業者として建設業法第三条に基づく宮城県知事の許可（許可番号　（般－１９）第５９２９号　有効期

間：平成19年８月30日から平成24年８月29日まで）、静岡県知事の許可（許可番号　（般－１７）第２０２１
６号　有効期間：平成17年６月28日から平成22年６月27日まで）を受け、不動産販売等を主に業務を行ってお
ります。加えて業務を進めるにあたり、国土利用計画法・建築基準法・都市計画法・借地借家法・建物の区分

所有等に関する法律等の規制を受けております。

また、監督官庁を国土交通大臣及び都道府県知事とする土地区画整理法・宅地造成等規制法・消防法・住

宅品質確保促進法・その他の関連条例等の規制を受けております。 

さらに、不動産流動化事業における商業施設の企画・開発にあたっては、監督官庁を都道府県知事（政令指

定都市での開発は、該当する政令指定都市）とする大規模小売店舗立地法の規制を受けております。 

当社グループの主要な事業活動の継続には前述のとおり宅地建物取引業者免許が必要ですが、現時点にお

いて、当社グループは宅地建物取引業法第五条及び第六十六条に定められる免許の取消または更新欠格の事

由に該当する事実はないと認識しております。また、同様に宮城県並びに静岡県知事の許可につきましても、

現時点において、建設業法第八条及び第二十九条に定められる許可の取消または更新欠格の事由に該当する

事実はないと認識しております。

しかしながら、将来、何らかの理由により免許等の取消等があった場合には、当社グループの主要な事業活

動に支障をきたすとともに業績に重大な影響を与える可能性があります。
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(5) 事業用地の仕入れについて
当社グループは、個人・法人・地方公共団体等より事業用地を取得しており、仕入に際しては十分な事前調

査を行う方針であり、汚染が認識された場合、専門業者による洗浄等の措置を講じることとしておりますが、

契約時までに認識しなかった瑕疵が工事の着工後等に明らかになる可能性があります。このような瑕疵につ

きましては、契約上、売主責任を明示しておりますが、瑕疵の内容等によって売主責任を問えない場合には、工

期の遅れや工事の追加費用、解約違約金、裁判費用等が生じ当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与

える可能性があります。

(6)　耐震強度偽装問題について
1)耐震強度偽装問題への関与について
平成17年11月に発覚いたしました「耐震強度偽装問題」につきまして、当社グループの分譲マンション
事業、不動産流動化事業における平成18年５月までの竣工及び着工した物件全169棟8,374戸におきまして
は、耐震強度偽装に関与したと国土交通省が特定した姉歯元建築士をはじめとする偽装関与業者との取引

は一切なく、当社グループの分譲・賃貸マンション及び商業施設の耐震強度につきましては問題ありませ

ん。

2)構造計算書の確認について 
当社グループは「耐震強度偽装問題」を受けて、分譲マンション事業、不動産流動化事業における平成

18年５月までの竣工及び着工物件全169棟8,374戸において、構造計算書の再確認を行いました。確認方法と
いたしましては、当社グループが依頼しております各物件の設計事務所及び構造事務所に対し、構造設計

上の安全確認を行い、すべての設計事務所及び構造事務所から構造設計上で安全な建物であることを書面

にて受領いたしました。さらに今回の「耐震強度偽装問題」について、偽装物件を見過ごしたとして報道

されている指定確認検査機関にて建築確認を受けました物件をはじめとする引渡し済の物件につきまし

て、建築確認の信頼性を充実させる目的で、社団法人日本建築構造技術者協会及びその他第三者機関に構

造計算書のチェックを依頼し、「構造計算書等に故意の改ざん、偽造等の不正は見受けられず、数値の一貫

性があり通常である」との見解をいただいております。また、未引渡しの物件につきましては、指定住宅性

能表示制度評価機関より、住宅性能表示取得をしております。 

3)耐震強度偽装問題への対応について 
今後、当社グループにて開発を行う物件につきましては、指定確認検査機関による建築確認審査、さらに

は指定住宅性能表示制度評価機関等による審査とそれぞれ異なる指定機関に審査依頼をし、二重チェック

によるチェック体制の強化を図っております。

4)改正建築基準法の施行による影響について 
耐震偽装などによる不正を防止することを目的として改正建築基準法が平成19年６月に施行されて以
降、構造計算の作業量が増加したことに加え、建築確認手続が厳格化したことから、建築確認申請の審査業

務の停滞が起こっております。こうした状態は、長期化はせず正常化すると考えておりますが、当社が想定

する以上に停滞が長引いた場合、物件の完成引渡し時期の遅延が当社の業績及び財政状態に影響を与える

可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。

７【財政状態及び経営成績の分析】

　当連結会計年度における財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。

(1) 財政状態の分析

当連結会計年度末の総資産は79,882百万円となり前連結会計年度末に比べ18,936百万円増加しております。これ

は、株式会社地建が連結子会社になったこと及び分譲マンション事業や当社における不動産流動化事業の拡大によ

るたな卸資産の増加等であります。

当連結会計年度末における負債は58,642百万円となり前連結会計年度末に比べ18,282百万円増加しております。こ

れは、株式会社地建が連結子会社になったこと及び分譲マンション事業及び提出会社における不動産流動化事業の

拡大に伴う借入金の増加によるものであります。

当連結会計年度末における純資産は、21,239百万円となり前連結会計年度末に比べ654百万円増加しております。こ

れは、自己株式の取得による減少を上回る利益剰余金の増加によるものであります。

（流動資産）

当連結会計年度末における流動資産の残高は72,225百万円となり、前連結会計年度末に比べ12,307百万円増加して

おります。これは、現金及び預金が8,228百万円減少したものの、株式会社地建の連結子会社化などによるたな卸資産の

増加19,715百万円によるものです。

（固定資産）

当連結会計年度末における固定資産の残高は7,656百万円となり、前連結会計年度末に比べ6,628百万円増加してお

ります。これは、主に所有目的変更による販売用不動産から有形固定資産への振替及び株式会社地建の連結子会社化

によるものです。

（流動負債）

当連結会計年度末における流動負債の残高は33,640百万円となり、前連結会計年度末に比べ6,120百万円増加してお

ります。これは、当社の事業規模拡大に伴う一年内返済予定長期借入金の増加7,345百万円及び株式会社地建の連結子

会社化によるものです。

（固定負債）

当連結会計年度末における固定負債の残高は25,001百万円となり、前連結会計年度末に比べ12,161百万円増加して

おります。これは、主に当社の事業規模拡大に伴う長期借入金の増加11,002百万円及び株式会社地建の連結子会社化に

よるものです。
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(2) 経営成績の分析

当連結会計年度における経営成績は、売上高69,591百万円（前期比59.1％増）、営業利益6,272百万円（前期比51.8%

増）、経常利益5,245百万円（前期比47.4％増）、当期純利益2,934百万円（前期比42.1％増）と大幅な増収増益となり、

おかげ様で会社設立以来16年連続の増収増益を達成することが出来ました。

（売上高）

当連結会計年度における売上高は69,591百万円となり、前年同期に比べ25,843百万円増加（前年同期比59.1％増）し

ました。これは、４月より連結子会社になりました株式会社地建により分譲マンション事業の売上が増加したことや

不動産流動化事業の販売が順調に進んだことが要因であります。

（営業利益）

当連結会計年度における営業利益は6,272百万円となり、前年同期に比べ2,140百万円増加（前年同期比51.8％増）し

ました。この主な要因は、のれん償却及び販売に係る手数料等により販売費及び一般管理費が2,309百万円増加したも

のの、売上高の増加による収益が寄与したものであります。

（経常利益）

当連結会計年度における経常利益は5,245百万円となり、前年同期に比べ1,687百万円増加（前年同期比47.4％増）し

ました。この主な要因は、賃貸収入等により営業外収益が562百万円増加、支払利息、支払手数料の増加により営業外費

用が1,014百万円増加したものの、営業利益が2,140百万円増加したことにあります。

（当期純利益）

当連結会計年度における当期純利益は2,934百万円となり、前年同期に比べ868百万円増加（前年同期比42.1％増）

しました。この主な要因は、経常利益が1,687百万円増加したこと及び法人税、住民税及び事業税が905百万円増加した

ことにあります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当連結会計年度において実施いたしました当社グループの設備投資額は、IT機器の購入、株式会社地建本社ビル内

装工事等を中心に11百万円であり、その内訳は次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円）

分譲マンション事業  ４  

不動産流動化事業  －  

その他の事業  ２  

計  ６  

消去又は全社  ４  

合計  11  

なお当連結会計年度において、当社は株式会社地建を子会社化しましたが、これに伴う有形固定資産の増加は除

いております。

重要な固定資産の売却は次のとおりであります。

事業所名 事業の種類別セグメントの名称  概要 売却金額（百万円）

株式会社　地建 分譲マンション事業  小田原支店売却  42  

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社
 平成19年12月31日現在

事業所名または物件名
(所　在　地)

事業の種類別セグメ
ントの名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数

(人)建物及び
構築物

土　　地
(面積㎡)

その他 合　　計

本社

(仙台市青葉区)

分譲マンション事業

不動産流動化事業

統括業務及び販売

施設
8 － 3 12 111

東京支社

(東京都港区)

分譲マンション事業

不動産流動化事業
販売施設 4 － 1 6 33

郡山支店

(福島県郡山市)
分譲マンション事業 販売施設 2 － 1 3 21

盛岡支店

(岩手県盛岡市)
分譲マンション事業 販売施設 1 － 0 1 23

北関東支店

(さいたま市大宮区)
分譲マンション事業 販売施設 1 － 0 2 34

秋田支店

(秋田県秋田市)
分譲マンション事業 販売施設 1 － 1 2 12

サンヴァーリオ小名浜

(福島県いわき市)
その他の事業 賃貸用不動産 67

22

(589.47)
－ 90 －

サンシティ北四番丁

(仙台市青葉区)
その他の事業 賃貸用不動産 24

13

(59.23)
－ 38 －
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事業所名または物件名
(所　在　地)

事業の種類別セグメ
ントの名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数

(人)建物及び
構築物

土　　地
(面積㎡)

その他 合　　計

ベストライフ東札幌

(札幌市白石区)
その他の事業 賃貸用不動産 691

209

(4,000.38)
－ 900 －

（注）１．ベストライフ東札幌は、当連結会計年度において保有目的の変更により販売用不動産から有形固定

  資産へ振替ております。

２．上記の他、主要な設備のうち賃借しているものは次のとおりであります。

事業所名
(所　在　地) 設備の内容

年間賃借料又はリース料
（百万円）

本社

(仙台市青葉区)

統括業務及び販売施設 51

車両運搬具 8

事務機器 13

東京支社

(東京都港区)

販売施設 42

車両運搬具 1

事務機器 1

郡山支店

(福島県郡山市)

販売施設 11

車両運搬具 1

事務機器 1

盛岡支店

(岩手県盛岡市)

販売施設 9

車両運搬具 2

事務機器 1

北関東支店

(さいたま市大宮区)

販売施設 26

車両運搬具 3

事務機器 1

秋田支店

(秋田県秋田市)

販売施設 5

車両運搬具 2

事務機器 1

(2）国内子会社

 平成19年12月31日現在 

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別セグ
メントの名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）建物及び

構築物
土地

(面積㎡)
その他 合計

株式会社サンシ

ティビルド 

 本社

(仙台市若林区

)

その他の事業
統括業務及び販売

施設 
16

24

(1,431.30)
0 41 26

株式会社地建

 本社

(静岡県沼津市

)

分譲マンション事

業

その他の事業

統括業務及び販売

施設 
76

135

(1,028.73)
7 220 53

株式会社地建

貸パチンコ店

(静岡県富士宮

市)

その他の事業 賃貸用不動産 341
651

(21,058.99)
－ 992 －

株式会社地建

五十嵐マン

ション

(静岡県三島市

)

その他の事業 賃貸用不動産 20
153

(1,371.44)
－ 174 ー

株式会社地建

 杉ビル

(静岡県沼津市

)

その他の事業 賃貸用不動産 30
56

(345.77)
0 87 －

株式会社地建

 上田貸店舗

(長野県上田市

)

その他の事業 賃貸用不動産 16
145

(1,293.06)
－ 161 －

株式会社地建

 UC江原町

(静岡県沼津市

)

その他の事業 賃貸用不動産 15
6

 
－ 22 －
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会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別セグ
メントの名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）建物及び

構築物
土地

(面積㎡)
その他 合計

株式会社地建

 熱海貸駐車場

(静岡県熱海市

)

その他の事業 賃貸用不動産 －
161

(1,348.77)
－ 161 －

株式会社地建

 清水町貸駐車

場

(静岡県熱海市

)

その他の事業 賃貸用不動産 －
59

(479.00)
－ 59 －

（注）上記の他、主要な設備のうち賃借しているものは次のとおりであります。

事業所名
(所　在　地) 設備の内容

年間賃借料又はリース料
（百万円）

株式会社サンシティ

ビルド 

(仙台市若林区)

車両運搬具 3

事務機器 4

事業所名
(所　在　地) 設備の内容

年間賃借料又はリース料
（百万円）

株式会社地建

(静岡県沼津市)

車両運搬具 2

事務機器 3

(3）在外子会社

該当事項はありません。 

３【設備の新設、除却等の計画】

　当連結会計年度末において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,243,392

計 1,243,392

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成19年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年３月27日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 537,356.70 537,868.70
東京証券取引所

市場第一部
－

計 537,356.70 537,868.70 － －

（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成20年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。　　　　　　　　　

（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　　①平成15年３月26日定時株主総会決議

 
事業年度末現在

（平成19年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年２月29日）

新株予約権の数（個） 　5,024個（注１） 4,512個

新株予約権のうち自己新株予約権の数

（個）
－　 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同　左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 5,024株 4,512株

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり8,200円 同　左

新株予約権の行使期間
自　平成17年４月１日

至　平成20年３月31日
同　左

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

（円）

発行価格　 　8,200円

資本組入額 　4,100円
同　左

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の一部行使はできな

いものとする。

②被付与者は、権利行使時におい

て当社または当社の子会社の取

締役及び従業員であることを要

する。

③被付与者は新株予約権の行使に

係る払込価格の年間（１月１日

～12月31日）の合計金額が1,200

万円を超過することとなる新株

予約権の行使はできないものと

する。

④その他の条件は、当社と被付与

者との間で締結する新株予約権

付与契約に定める。

同　左
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事業年度末現在

（平成19年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年２月29日）

新株予約権の譲渡に関する事項

①新株予約権の譲渡・質入その他

の処分は認めないものとする。

②新株予約権の相続は認めない。

同　左

代用払込みに関する事項  － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付

に関する事項
 － －

　（注）１．新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、１株であります。

２．平成16年10月19日開催の取締役会決議により、平成17年１月14日付をもって１株を２株に株式分割してお

り、新株予約権の目的となる株式の数、行使時の払込金額、行使により株式を発行する場合の株式の発行価格

及び資本組入額は、それぞれ調整されております。

３．平成17年11月14日及び12月５日開催の取締役会決議により、平成18年２月１日付をもって１株を２株に株

式分割しており、新株予約権の目的となる株式の数、行使時の払込金額、行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額は、それぞれ調整されております。

（３）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成15年５月８日

（注）１
200 9,514 7 316 7 198

平成15年８月15日

（注）２
9,514 19,028 － 316 － 198

平成15年８月30日

（注）３
400 19,428 7 323 7 205

平成16年８月16日

（注）４
58,284 77,712 － 323 － 205

平成16年９月30日

（注）５
8,000 85,712 867 1,191 867 1,073

平成17年１月14日

（注）６
85,712 171,424 － 1,191 － 1,073

平成17年９月26日～

平成17年10月11日

（注）７

35,377.35 206,801.35 2,249 3,441 2,249 3,323

平成17年９月30日～

平成17年12月31日

（注）８

7,584 214,385.35 62 3,503 62 3,385

平成18年２月１日

（注）９
214,385.35 428,770.70 － 3,503 － 3,385

平成18年１月１日～

平成18年12月31日

（注）10

576 429,346.70 2 3,505 2 3,387

平成18年８月31日～

平成18年11月13日

（注）11

107,402 536,748.70 3,999 7,505 3,999 7,387

平成19年１月１日～

平成19年12月31日

（注）12

608 537,356.70 2 7,508 2 7,390

　（注）１．第２回無担保新株引受権付社債の新株引受権の行使

　　行使先　取締役１名（佐藤元）

　　発行価格　　　 75,000円

　　資本組入額　　 37,500円

２. 平成15年５月12日開催の取締役会決議により、平成15年８月15日付で１株を２株に分割

３. 第２回無担保新株引受権付社債の新株引受権の行使

　　行使先　取締役１名（星山泰洙）

　　発行価格　　　 37,500円

　　資本組入額　　 18,750円

４. 平成16年４月19日開催の取締役会決議により、平成16年８月16日付で１株を４株に分割

５．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格　　　229,890円

資本組入額　　108,428円

払込金総額　1,734百万円

６. 平成16年10月19日開催の取締役会決議により、平成17年１月14日付で１株を２株に分割

７. 第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の行使

行使先　野村證券株式会社

発行価格　　　 127,200円

資本組入額　　  63,600円

８. 第１回新株予約権の行使
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９. 平成17年11月14日及び12月５日開催の取締役会決議により、平成18年２月１日付で１株を２株に分割

10. 第１回新株予約権の行使

11. 第２回無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の行使

行使先　野村證券株式会社

転換日 　　　 　平成18年８月31日　　平成18年９月15日　　　　　

発行価格　　　  73,800円                     

資本組入額　　  36,900円                     

転換日 　       平成18年10月20日　　　　　　　

発行価格　　　  74,900円 　　　　　　　　

資本組入額　　  37,450円　　　　　　　　

転換日  　      平成18年10月26日  　　　平成18年11月10日　　　　平成18年11月13日

発行価格　　　  74,800円 　　　　　　　　

資本組入額　　  37,400円　　　　　　　　

資本組入額　　  37,400円　　　　　　　　

12. 第１回新株予約権の行使

13. 平成20年１月１日から平成20年２月29日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が512株、

　　資本金及び資本準備金がそれぞれ２百万円増加しております。

　　なお、第２回無担保新株引受権付社債は、旧商法に基づいて発行したものであります。

（５）【所有者別状況】

 平成19年12月31日現在

区分

株式の状況

端株の状況
（株）政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 29 27 65 90 11 9,035 9,257 －

所有株式数

（株）
－ 86,875 9,008 54,463 106,706 137 280,167 537,356 0.70

所有株式数の

割合（％）
－ 16.17 1.68 10.14 19.86 0.02 52.13 100.00 －

（注）１．自己株式26,866.70株は、「個人その他」に26,866株及び「端株の状況」に0.70株を含めて記載しております。

２．「その他の法人」の欄には証券保管振替機構名義の株式が13株含まれております。
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（６）【大株主の状況】

 平成19年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

小出泰啓 仙台市青葉区 76,022 14.15

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２－11－３ 40,857 7.60

星山泰洙 仙台市青葉区 24,465 4.55

モルガン・スタンレーアンド

カンパニーインク

(常任代理人　モルガン・スタ

ンレー証券会社）

1685Ｂroadway Ｎew Ｙork, Ｎew Ｙ

ork 10036,Ｕ.Ｓ.Ａ.

（東京都渋谷区恵比寿４－20－３）

22,742 4.23

佐藤元 東京都世田谷区 21,461 3.99

株式会社セレーノ 仙台市青葉区二日町４－11 19,920 3.71

ティワイコーポレーション　

有限会社
仙台市青葉区木町17－２－303 19,200 3.57

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１－８－11 14,422 2.68

ゴールドマン・サックス・イ

ンターナショナル（常任代理

人　ゴールドマン・サックス

証券株式会社）

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB.U.

K

（東京都港区六本木６－10－１）

12,271 2.28

ノーザン・トラスト・カンパ

ニー・エイブイエフシー・リ

・ノーザン・トラスト・ガン

ジー・ノン・トリティー・ク

ライアンツ（常任代理人　香

港上海銀行東京支店）

50 BANK STREET CANARY WH

ARF LONDON E14 5NT.U.K

（東京都中央区日本橋３－11－１）

10,598 1.97

計 － 261,958 48.75

　（注）１．上記銀行の所有株式数には、信託業務に係る株式が以下のとおり含まれております。

 日本マスタートラスト信託銀行株式会社　　　　　　　　　　 40,857株

 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社　　　　　　　 　14,422株

　      ２．上記のほか、自己株式が26,866.70株あります。

  ３．Prospect Asset Management,Incから平成19年12月20日付の大量保有報告書（報告義務発生日平成19年12月14

日）の写しの送付があり、同日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社と

して期末時点において実質所有者の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

氏名または名称 住所 保有株券等の数 株券保有割合

Prospect Asset Management,

Inc.

6700 Kalanianaole Hwy, Suite

122, Honolulu HI 96825 U.S.A.
25,581株 4.76％ 
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成19年12月31日現在

区　　　分 株式数（株） 議決権の数（個） 内　　　容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　 26,866 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　510,490 510,490 －

端株 普通株式　   0.70 － －

発行済株式総数 537,356.70 － －

総株主の議決権 － 510,490 －

（注） 「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が13株含まれております。また、「議決権の

数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数13個が含まれております。

②【自己株式等】

 平成19年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に対す
る所有株式数の割合

(％)

株式会社　サンシティ

仙台市青葉区一

番町四丁目６－

１

26,866 － 26,866 5.00

計 － 26,866 － 26,866 5.00

（８）【ストックオプション制度の内容】

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。

当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社の業績向上に対する意欲や士気をより

一層高めることを目的とし、当社の取締役及び従業員に対して無償で新株予約権を発行することについて、平成

15年３月26日開催の定時株主総会において承認可決されたものであります。

当該制度の内容は、次のとおりであります。

決議年月日 平成15年３月26日

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役９名及び従業員83名

新株予約権の目的となる株式の種類 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付

に関する事項
 －
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

  該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

取締役会（平成19年９月18日）での決議状況
（取得期間　平成19年９月19日～平成19年11月30日）

13,430 800

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 13,430 715

残存決議株式の総数及び価額の総額 － －

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 0.0 0.0

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) 0.0 0.0

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

取締役会（平成19年11月12日）での決議状況
（取得期間　平成19年11月13日～平成19年12月20日）

13,434 800

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 13,434 651

残存決議株式の総数及び価額の総額 － －

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 0.0 0.0

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) 0.0 0.0

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

  該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分 

当事業年度  当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（百万円）
株式数（株）

処分価額の総額

（百万円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取

得自己株式 
－ － － －

その他

（－）
－ － － －

保有自己株式 26,866.70 － 26,866.70 －
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３【配当政策】

　利益の配分につきましては、配当性向の維持向上及び安定的な利益還元に努めることを基本方針とし、収益状況

に対応して財務体質の強化並びに業容拡大に備えるため、内部留保の充実も勘案しながら決定しております。　　

当社は、期末配当年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、決定機関は株主総会であります。

当事業年度につきましては、普通配当を増配し１株当たり1,300円とすることを決定しました。

内部留保資金につきましては、分譲マンション事業と不動産流動化事業とをあわせた総合不動産事業の基盤を

より強固なものとするために有効投資してまいりたいと考えております。

当社は、「取締役会の決議により毎年６月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主等に対し中間配

当を行うことができる」旨を定款に定めております。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

 平成20年３月27日

 定時株主総会決議
663 1,300
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４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期

決算年月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月

最高（円）
414,000

□　289,000

※１　1,400,000

※２□　340,000

215,000

※３□ 　92,000

257,000
247,000

□　121,000
85,000

最低（円）
181,000

□　193,000

※１　　238,000

※２□　206,000

161,000

※３□ 　78,000

80,200
177,000

  □   61,500
32,500

（注）１．最高・最低株価は平成18年６月１日より東京証券取引所市場第一部であり、平成16年９月30日から平成18年

５月31日までは東京証券取引所市場第二部におけるものであり、それ以前は日本証券業協会におけるものであ

ります。なお、第13期の事業年度別最高・最低株価のうち、※１は分割前における日本証券業協会によるもので

す。

２．□は株式分割権利落後の最高・最低株価を示しております。

　　なお、第13期は平成16年６月30日現在及び平成16年11月30日現在の株主に対して、株式分割を２回実施してお

りますので、平成16年６月30日によるものを※２で、平成16年11月30日によるものを※３で示しております。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 82,000 71,500 57,400 62,000 55,600 53,200

最低（円） 65,600 51,600 41,100 49,100 48,700 32,500

（注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数（株）

取締役社長

（代表取締役）

最高経営責

任者 
小出　泰啓 昭和34年２月27日生

昭和54年３月 ダイア建設株式会社入社

昭和60年10月 株式会社朋友建設入社

平成元年10月 株式会社朋友建設東北支店長

平成４年２月 当社設立

平成４年４月 代表取締役社長就任

平成11年12月 ティワイコーポレーション有

限会社取締役就任

平成18年２月 代表取締役社長兼ＣＥＯ（最

高経営責任者）（現任）

平成18年10月 ティワイコーポレーション有

限会社代表取締役就任(現任）

平成19年３月

28日開催の定

時株主総会か

ら２年間

76,022

取締役副社長
最高業務責

任者 
星山　泰洙 昭和37年10月２日生

昭和61年４月 株式会社朋友建設入社

平成４年４月 当社入社

平成４年４月 常務取締役就任

平成６年５月 専務取締役就任

平成13年９月 営業本部長

平成15年３月 東京支社長

平成16年１月 統括本部長兼営業推進部長

平成16年５月 営業統括本部長兼営業推進部

長

平成18年２月 専務取締役兼ＣＯＯ（最高業

務責任者） 

平成20年３月 取締役副社長兼ＣＯＯ（最高

業務責任者）（現任） 

平成19年３月

28日開催の定

時株主総会か

ら２年間  

24,465

常務取締役

本社営業本

部長

本社第一営

業部長

米川　淳 昭和40年６月20日生

昭和62年３月 株式会社ル・グレン入社

平成２年５月 株式会社朋友建設入社

平成４年５月 当社入社

平成７年４月 本社営業部部長代理

平成８年４月 本社営業部長

平成10年２月 札幌支店長

平成11年４月 郡山支店長

平成12年３月 取締役就任

平成15年３月 営業推進部長

平成15年３月 本社営業統括部長

平成16年２月 本社第一営業部長（現任）

平成17年３月 常務取締役就任（現任）

平成17年４月 本社営業本部長（現任）

平成19年３月

28日開催の定

時株主総会か

ら２年間  

807

常務取締役
本社事業本

部長
名村　信夫 昭和26年10月21日生

昭和49年４月 株式会社ウンノハウス入社

昭和50年１月 東日本ハウス株式会社入社

昭和52年２月 株式会社太陽建設入社

平成３年１月 株式会社朋友建設入社

平成４年２月 名村建築設計事務所設立

平成６年１月 当社入社

平成11年１月 本社事業部部長代理

平成12年１月 本社事業部部長

平成14年５月 本社事業統括部長

平成15年３月 取締役就任

平成15年３月 郡山事業部長

平成16年１月 統括本部長

平成16年５月 事業統括本部長

平成17年３月 常務取締役就任（現任）

平成18年２月 本社事業本部長（現任）

平成19年３月

28日開催の定

時株主総会か

ら２年間 

545
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数（株）

取締役

首都圏営業

本部長

北関東支店

長

中村　誠二 昭和43年11月５日生

昭和62年３月 株式会社金港堂入社

平成２年５月 株式会社朋友建設入社

平成４年５月 当社入社

平成10年２月 本社営業部部長代理

平成12年３月 取締役就任（現任）

平成12年４月 本社営業部長

平成13年１月 横浜支店長

平成15年３月 東京支社営業統括部長

平成16年１月 東京支社長

平成17年１月 首都圏営業本部長（現任）

平成17年４月 北関東支店長（現任）

平成19年３月

28日開催の定

時株主総会か

ら２年間 

684

取締役 東京支社長 菊地　英明 昭和39年５月４日生

昭和62年４月 株式会社大信販（現株式会社

アプラス）入社

平成２年４月 株式会社北杜エステート入社

平成４年２月 株式会社ホームギャラリー・

ケンコーポレーション入社

平成６年６月 杜和不動産販売株式会社入社

平成８年７月 当社入社　管理部係長

平成９年９月 管理部課長

平成11年１月 管理部次長

平成13年１月 内部監査室室長

平成13年９月 経営企画室次長

平成15年１月 社長室室長

平成17年１月 東京支社長（現任）

平成17年３月 取締役就任（現任）

平成19年３月

28日開催の定

時株主総会か

ら２年間 

226

取締役 管理本部長 曽根　隆 昭和32年１月21日生

昭和54年３月 有限会社成田税務会計事務所

入社

平成元年２月 株式会社高速入社

平成11年１月 日本住宅株式会社入社

平成13年３月 当社入社　管理部課長

平成13年９月 管理部次長

平成15年１月 管理部部長代理

平成16年１月 管理統括部部長

平成17年３月 管理統括部長

平成17年３月 取締役就任（現任）

平成17年４月 総務部長

平成18年２月 管理本部部長

平成18年８月 管理本部長（現任）

平成19年３月

28日開催の定

時株主総会か

ら２年間 

8

取締役

本社事業本

部部長

事業部長

堀内　邦光 昭和37年12月16日生

昭和57年４月 仙台土木設計株式会社入社

昭和60年４月 ムトー設計株式会社入社

昭和62年３月 ダイア建設株式会社入社

平成12年１月 当社入社　本社事業部課長

平成13年１月 本社事業部次長

平成14年５月 本社事業部部長代理

平成15年５月 本社事業部部長

平成17年３月 東北事業統括部長

平成17年３月 取締役就任（現任）

平成18年２月 本社事業本部部長（現任）

平成18年２月 事業部長（現任）

平成19年３月

28日開催の定

時株主総会か

ら２年間 

302

取締役 ＩＲ室長 深瀬　雅永 昭和39年３月20日生

昭和62年４月 新日本証券（現　新光証券）入

社

平成15年６月 当社入社

平成16年７月 ＩＲ室室長

平成20年３月 ＩＲ室長（現任）

平成20年３月 取締役就任（現任）

平成20年３月

27日開催の定

時株主総会か

ら２年間 

6
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数（株）

取締役
経営戦略本

部長
中井　唯雄 昭和46年７月20日生

平成７年５月 株式会社沖ソフトウェア九州

入社

平成８年５月 株式会社富士通九州システム

エンジニアリング入社

平成10年６月 海外学習センター 創業

平成11年10月 英国　シンビアン入社

平成13年２月 英国　バークレイズ証券会社入

社

平成15年２月 米国　ディー・ケー・アール・

オアシス入社

平成17年２月 ケイマン籍　グランチェスター

・マスター・ファンド 創業

平成19年１月 株式会社エフティコミュニ

ケーションズ入社

同社子会社　株式会社フレクソ

ル　

金融事業取締役就任

平成20年２月 当社入社　経営戦略本部長（現

任）

平成20年３月 取締役就任（現任）

平成20年３月

27日開催の定

時株主総会か

ら２年間 

－

取締役

北東北営業

本部長　　　盛

岡支店長

阿部　尚史 昭和47年６月１日生

平成６年２月 当社入社

平成16年１月 盛岡支店　営業部部長

平成17年９月 盛岡支店　支店長（現任）

平成20年３月 北東北営業本部長（現任）

平成20年３月 取締役就任（現任）

平成20年３月

27日開催の定

時株主総会か

ら２年間 

501

監査役

（常勤）
 近藤　嘉孝 昭和14年11月３日生

昭和33年３月 德陽相互銀行入行

平成10年８月 株式会社ソノベ入社

平成12年３月 太陽観光開発株式会社入社

平成17年３月 当社監査役就任（現任）

平成17年３月

29日開催の定

時株主総会か

ら４年間 

4

監査役

（非常勤）
 花島　伸行 昭和40年５月２日生

平成７年４月 司法研修所入所

平成９年３月 司法研修所修了

平成９年４月 弁護士登録・青葉法律事務所

入所

平成14年７月 弁護士法人青葉法律事務所社

員（現任）

平成17年３月 当社監査役就任（現任）

平成17年３月

29日開催の定

時株主総会か

ら４年間 

　－

監査役

（非常勤）
 安保　淳一 昭和20年10月２日生

昭和39年４月 仙台国税局　総務部　採用

平成８年７月 仙台国税局　総務部　人事第二

課長

平成10年７月 大館税務署長

平成11年７月 仙台国税局　総務部　人事第一

課長

平成14年７月 仙台国税局　課税第二部次長

平成15年７月 仙台国税局　課税第一部次長

平成16年７月 仙台国税局　課税第一部長

平成17年７月 辞職

平成17年11月 税理士開業

平成20年３月 当社監査役就任（現任）

平成20年３月

27日開催の定

時株主総会か

ら４年間 

－

    計  103,570

（注）１.　監査役　近藤嘉孝、花島伸行及び安保淳一の３氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２.　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役１

名を選任しております。補欠監査役の略歴は以下のとおりであります。

　　　（氏名）　　　　（生年月日）　　　　　　　　　　　　（略歴）　　　　　　　　　　　　（所有株式数）

　　　伊藤　和朗　　　昭和21年５月22日生　　平成15年11月　株式会社福島銀行入社　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成18年５月　同行退社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成20年３月　当社補欠監査役

EDINET提出書類

株式会社サンシティ(E04006)

有価証券報告書

30/94



６【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

上場企業である当社は、業績の向上を図ることはもちろん、経営の透明性、健全性、迅速な意思決定、経営の執行

及び監督体制を維持・充実することによる企業価値の向上を経営上の重要課題の一つとして考えております。そ

の実現のために、株主、取引先、地域社会、社員等の各ステークホルダーとの良好な関係を築くとともに、現在の株

主総会、取締役会、監査役会等の制度の強化・改善しながらコーポレート・ガバナンスを充実させていきたいと

考えております。

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

①　会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

取締役会は９名の社内取締役で構成されており、月１回の定例取締役会を開催するほか、必要に応じて臨

時取締役会を開催し、法令で定められた事項や経営に関する重要事項を決定するとともに、業務執行の状況

を逐次監督しております。なお、現状では取締役会は適正かつ円滑に運営されており、取締役の人数は適切

であると考えておりますが、業務執行上の必要に応じ顧問弁護士に適宜アドバイスを受けております。ま

た、社外取締役は特に選任しておりませんが、社外監査役を３名選任しております。監査役は取締役会へ常

時出席して意見陳述し、また取締役からの意見聴取、重要な会議への出席並びに重要書類の閲覧などを通し

て取締役による意思決定と業務執行に関するチェックを強化しております。会計監査においては、新日本監

査法人と法令に基づく会計監査契約を締結し、公正不偏な立場から監査が実施されております。なお、監査

役、会計監査人及び内部監査部門その他の使用人等は、それぞれ適宜連携して、その監査の実効性を高めて

おります。

②　会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要

当社は社外監査役を３名選任しておりますが、近藤嘉孝氏及び渡邊正雄氏は、当社株式保有以外に利害
関係はありません。花島伸行氏は、弁護士であり破産者瀬戸貢、破産者株式会社瀬戸工業所の破産管財人で
あり、これらの取引については、「第５ 　経理の状況　 １　連結財務諸表等　（１）　連結財務諸表　 　関連
当事者との取引」に詳細を記載しております。

③　会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況

コーポレート・ガバナンスの更なる充実・強化を図り、より一層の業務の効率化を行うべく、平成18年２

月１日より５本部１支社体制といたしました。

また、経営の透明性確保の観点から、東京支社にＩＲ室を設け、ＩＲ活動の強化・充実を図っており、更

に、平成20年２月１日より東京支社に経営戦略本部を設け、さらなる経営体制強化に努めます。

　今後とも、より統一的・効率的な業務の遂行を実現し、コーポレート・ガバナンスの充実を図ってまいる

所存であります。

④　会計監査の状況

当社の会計監査人であるみすず監査法人が、平成19年７月31日をもって業務を終了することとなり、同日

付で辞任する旨の申し出があったことから、平成19年６月29日付けで、みすず監査法人に追加して新日本監

査法人と証券取引法に基づく監査契約を締結しました。

更に、平成19年８月１日開催の監査役会において新日本監査法人を一時会計監査人として選任し会社法に

基づく監査契約を締結しました。

 （業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数）

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人

指定社員 業務執行社員 小川高広
みすず監査法人

指定社員 業務執行社員 有倉大輔

指定社員 業務執行社員 那須和良

新日本監査法人指定社員 業務執行社員 小川高広

指定社員 業務執行社員 有倉大輔

 （注）継続監査年数については、７年を超えていないため記載を省略しております。

 （監査業務にかかる補助者の構成）

 みすず監査法人 新日本監査法人

公認会計士 ５名 ４名

その他 １名 ３名

⑤　役員報酬の内容

取締役の年間報酬額　　　　200百万円　（うち社外取締役　　　　－百万円）

監査役の年間報酬額　　　　  7百万円　（うち社外監査役　 　　　7百万円）

なお、年間報酬額には役員賞与は含まれておりません。
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　 ⑥　監査報酬の内容（公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬とそれ以外の報酬に区分した内

容）

ア) 公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬額

みすず監査法人 新日本監査法人 合計

12百万円 17百万円 30百万円

当社と監査法人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の報酬

の額を明確に区分しておらず、かつ実質的にも区分できませんので、上記の報酬の額にはこれらの合計額を

記載しております。

　なお、みすず監査法人につきましては、平成19年７月31日をもって当社の会計監査人を辞任しております

ので、同監査人に対する上記の報酬の額は、辞任までの業務に対して支払ったものであります。

イ) 上記以外の報酬の金額　　　　　　　　　　　　　　 　  

みすず監査法人 新日本監査法人 合計

24百万円 3百万円 27百万円

 　            当社は、みすず監査法人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務として、Ｍ＆Ａに関す　　　　

　　る財務調査を委託して対価を支払っております。また、新日本監査法人に対して、公認会計士法第２条第

１項の業務以外の業務として、内部統制に関する助言・指導業務を委託し対価を支払っております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

（以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）（以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第15期（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第16期（平

成19年１月１日から平成19年12月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

(3）当社の連結財務諸表及び財務諸表に掲記される科目、その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載して

おりましたが、当連結会計年度及び第16期より百万円単位で記載することに変更しております。なお、比較を容易に

するため、前連結会計年度及び第15期についても百万円単位に組替え表示しております。

２．監査証明について

　当社は、前連結会計年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）の連結財務諸表及び前事業年度（平成

18年１月１日から平成18年12月31日まで）の財務諸表については証券取引法第193条の２の規定に基づき、みすず

監査法人により監査を受け、また、当連結会計年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）の連結財務諸

表及び当事業年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）の財務諸表については金融商品取引法第193条

の２条１項の規定に基づき、新日本監査法人により監査を受けております。

　なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

　　　 前連結会計年度及び前事業年度　　みすず監査法人

　     当連結会計年度及び当事業年度　　新日本監査法人

１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  
前連結会計年度

（平成18年12月31日）
当連結会計年度

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金 ※１  23,570   15,342  

２．受取手形及び売掛金   1,475   1,585  

３．たな卸資産 ※１  33,448   53,163  

４．その他   1,451   2,200  

貸倒引当金   △27   △65  

流動資産合計   59,918 98.3  72,225 90.4

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物及び構築物 ※１ －   1,482   

減価償却累計額  － －  △158 1,323  

(2）土地 ※１  60   1,653  

(3）その他  176   58   

減価償却累計額  △34 141  △39 19  
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前連結会計年度

（平成18年12月31日）
当連結会計年度

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

有形固定資産合計   202 0.3  2,996 3.8

２．無形固定資産        

(1）のれん   －   3,727  

(2）その他   61   11  

無形固定資産合計   61 0.1  3,738 4.7

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   324   332  

（2）その他   468   666  

貸倒引当金   △28   △78  

投資その他の資産合計   764 1.3  921 1.1

固定資産合計   1,027 1.7  7,656 9.6

資産合計   60,945 100.0  79,882 100.0
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前連結会計年度

（平成18年12月31日）
当連結会計年度

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形及び工事未払
金

  13,155   13,641  

２．短期借入金 ※１  5,902   3,054  

３．一年内返済予定長期借
入金

※１  5,614   12,959  

４．未払法人税等   1,140   1,565  

５．その他   1,707   2,419  

流動負債合計   27,519 45.1  33,640 42.1

Ⅱ　固定負債        

１．社債   －   262  

２．長期借入金  ※１  12,587   23,589  

３．その他   252   1,149  

固定負債合計   12,840 21.1  25,001 31.3

負債合計   40,360 66.2  58,642 73.4

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１．資本金   7,505 12.3  7,508 9.4

２．資本剰余金   7,387 12.1  7,390 9.2

３．利益剰余金   5,706 9.4  7,729 9.7

４．自己株式   △0 △0.0  △1,367 △1.7

　　株主資本合計   20,599 33.8  21,260 26.6

Ⅱ　評価・換算差額等        

１．その他有価証券評価差
額金

  △2 △0.0  △10 △0.0

２．繰延ヘッジ損益   △11 △0.0  △9 △0.0

　　評価・換算差額等合計   △14 △0.0  △20 △0.0

純資産合計   20,585 33.8  21,239 26.6

負債純資産合計   60,945 100.0  79,882 100.0
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②【連結損益計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   43,747 100.0  69,591 100.0

Ⅱ　売上原価   35,579 81.3  56,973 81.9

売上総利益   8,168 18.7  12,618 18.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費  ※１  4,036 9.3  6,345 9.1

営業利益   4,131 9.4  6,272 9.0

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  3   33   

２．解約違約金収入  27   93   

３．賃貸収入  185   572   

４．その他  36 253 0.6 116 815 1.2

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  457   1,062   

２．支払手数料  247   582   

３．賃貸原価  49   131   

４．その他  73 828 1.9 66 1,842 2.7

経常利益   3,557 8.1  5,245 7.5

Ⅵ　特別利益        

１．貸倒引当金戻入益  25 25 0.1 － － －

Ⅶ　特別損失        

１．固定資産除却損 ※２ 3   0   

２．固定資産売却損 ※３ － 3 0.0 6 6 0.0

税金等調整前当期純利
益

  3,580 8.2  5,238 7.5

法人税、住民税及び事業
税

 1,487   2,392   

法人税等調整額  26 1,513 3.5 △88 2,303 3.3

当期純利益   2,066 4.7  2,934 4.2
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成17年12月31日　残高（百万円） 3,503 3,385 3,963 △0 10,852

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 4,002 4,002   8,004

剰余金の配当   △310  △310

利益処分による役員賞与　　   △12  △12

当期純利益   2,066  2,066

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

4,002 4,002 1,743 － 9,747

平成18年12月31日　残高（百万円） 7,505 7,387 5,706 △0 20,599

 
評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成17年12月31日　残高（百万円） － － － 10,852

連結会計年度中の変動額     

新株の発行    8,004

剰余金の配当    △310

利益処分による役員賞与　　    △12

当期純利益    2,066

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△2 △11 △14 △14

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△2 △11 △14 9,733

平成18年12月31日　残高（百万円） △2 △11 △14 20,585

当連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年12月31日　残高（百万円） 7,505 7,387 5,706 △0 20,599

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 2 2   4

剰余金の配当   △912  △912

当期純利益   2,934  2,934

自己株式の取得    △1,367 △1,367

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

2 2 2,022 △1,367 660

平成19年12月31日　残高（百万円） 7,508 7,390 7,729 △1,367 21,260

 
評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成18年12月31日　残高（百万円） △2 △11 △14 20,585

連結会計年度中の変動額     

新株の発行    4

剰余金の配当    △912

当期純利益    2,934
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評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

自己株式の取得    △1,367

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△7 1 △6 △6

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△7 1 △6 654

平成19年12月31日　残高（百万円） △10 △9 △20 21,239

EDINET提出書類

株式会社サンシティ(E04006)

有価証券報告書

38/94



④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ
・フロー

   

税金等調整前当期純利益  3,580 5,238

減価償却費  9 30

のれん償却額  29 343

ヘッジ損益  3 △38

匿名組合評価益  △11 △28

貸倒引当金の増減額
（△減少額）

 △52 76

賞与引当金の増減額
（△減少額）

 6 △5

役員退職慰労引当金の
増減額（△減少額）

 36 △10

退職給付引当金の増減
額（△減少額）

 － 4

受取利息及び受取配当金  △4 △30

支払利息  457 1,062

社債発行費  16 －

有形固定資産除却損  3 0

有形固定資産売却損  － 6

売上債権の増減額
（△増加額）

 1,001 △109

たな卸資産の増減額
（△増加額）

 △19,632 △8,409

前渡金の増減額
（△増加額）

 △560 △474

仕入債務の増減額
（△減少額）

 3,484 △1,557

前受金の増減額
（△減少額）

 △60 △660

その他の資産の増減額
（△増加額）

 △280 239

その他の負債の増減額
（△減少額）

 623 △209

役員賞与の支払額  △12 －

その他  － △3

小計  △11,360 △4,536
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前連結会計年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

利息及び配当金の受取
額

 3 30

利息の支払額  △479 △1,062

法人税等の支払額  △1,558 △2,116

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

 △13,394 △7,684

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ
・フロー

   

定期預金の預入による
支出

 △110 △144

定期預金の払戻による
収入

 10 422

有形固定資産の取得に
よる支出

 △23 △8

有形固定資産の売却に
よる収入

 － 44

無形固定資産の取得に
よる支出

 △0 △0

投資有価証券の取得に
よる支出

 △201 △0

連結の範囲の変更を伴
う子会社株式の取得に
よる支出

※３ 24 △3,728

貸付けによる支出  △0 △47

貸付金の回収による収
入

 10 21

匿名組合からの分配に
よる収入

 － 26

その他の投資の取得に
よる支出

 △24 △102

その他の投資の回収に
よる収入

 14 83

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

 △299 △3,431

 

EDINET提出書類

株式会社サンシティ(E04006)

有価証券報告書

40/94



  
前連結会計年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ
・フロー

   

短期借入金の純増減額  5,186 △5,248

長期借入れによる収入  25,310 39,546

長期借入金の返済によ
る支出

 △18,828 △29,130

社債の償還  － △58

社債の発行による収入  7,983 －

株式の発行による収入  4 4

自己株式の取得よる支
出

 － △1,367

配当金の支払額  △309 △910

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

 19,346 2,837

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加
額

 5,652 △8,278

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首
残高

 17,908 23,560

Ⅵ　現金及び現金同等物期末残
高

※１ 23,560 15,282

    

EDINET提出書類

株式会社サンシティ(E04006)

有価証券報告書

41/94



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数　　　１社

株式会社　サンシティビルド 

連結子会社の数　　　２社

株式会社　サンシティビルド 

株式会社　地建

株式会社地建については、当連結会計

年度において新たに株式を取得したた

め、連結の範囲に含めております。 

２．持分法の適用に関する事

項

該当事項はありません。 該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社株式会社サンシティビルド

の決算日は11月30日であり、連結決算日と

の差は３ヶ月以内であるため、連結財務諸

表の作成にあたっては、同日現在の財務諸

表を基礎としております。

なお、連結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調整を行っ

ております。

 

連結子会社のうち株式会社サンシティ

ビルドの決算日は11月30日であり、連結決

算日との差は３ヶ月以内であるため、連結

財務諸表の作成にあたっては、同日現在の

財務諸表を基礎としております。　

なお、連結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調整を行っ

ております。

４．会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法

 

 

(1)有価証券

 　　その他有価証券

①　時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。

②　時価のないもの

移動平均法による原価法を採用し

ております。

なお、匿名組合契約に基づく出資

（証券取引法第２条第２項により有

価証券とみなされるもの）について

は、組合契約に規定される決算報告

日に応じて入手可能な最近の決算書

類を基礎とし、損益の純額に対する

持分相当額を取込む方法によってお

ります。

 (2)たな卸資産

①  販売用不動産及び仕掛販売用不動

産

個別法による原価法を採用してお

ります。

②　貯蔵品

最終仕入原価法を採用しておりま

す。

(3)デリバティブ取引 

  時価法を採用しております。

 

 

(1)有価証券

 　　その他有価証券

①　時価のあるもの

同左

 

 

 

②　時価のないもの

移動平均法による原価法を採用し

ております。

なお、匿名組合契約に基づく出資

（金融商品取引法第２条第２項によ

り有価証券とみなされるもの）につ

いては、組合契約に規定される決算

報告日に応じて入手可能な最近の決

算書類を基礎とし、損益の純額に対

する持分相当額を取込む方法によっ

ております。

 (2)たな卸資産

①  販売用不動産及び仕掛販売用不動

産

同左

 

②　貯蔵品

同左

 

(3)デリバティブ取引 

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法

 

(1)有形固定資産

定率法によっております。　　

ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く）について

は、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。  

建物び構築物　８年～50年

(2)無形固定資産  　　　　　　　

定額法によっております。

(1)有形固定資産

同左 

 　

 

 

 

 

 

(2)無形固定資産  　　　　　　　

同左 

 

 

(3) 重要な引当金の計上基準 (1)貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

(2)賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備える

ため、賞与支給見込額のうち、当連結会

計年度の負担に属する部分を計上して

おります。

(3)退職給付引当金 

当社は、従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における簡便法

（期末自己都合要支給額を退職給付債

務とする方法）による退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、連結会

計年度末において発生していると認め

られる額を計上しております。

なお、当連結会計年度末においては、

年金資産が退職給付債務を22百万円上

回ったため、投資その他の資産のその

他に含めて計上しております。

(1)貸倒引当金

同左

 　

 

 

 

(2)賞与引当金

同左

 

 

 

(3)退職給付引当金 

当社及び連結子会社１社は、従業員の

退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における簡便法（期末自己都合要

支給額を退職給付債務とする方法）に

よる退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、連結会計年度末において

発生していると認められる額を計上し

ております。

なお、当連結会計年度末における当社

については、年金資産が退職給付債務

を16百万円上回ったため、投資その他

の資産のその他に含めて計上しており

ます。

 

 

 

 

(4)役員退職慰労引当金 

当社は、役員の退職慰労金の支給に備

えるため、当社内規に基づく期末要支

給額を計上しております。

(4)役員退職慰労引当金 

当社及び連結子会社１社は、役員の退

職慰労金の支給に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計上しておりま

す。
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

(4) 重要なリース取引の処理

方法

 

 

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

 

(5) 重要なヘッジ会計の方法  (1)ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

 (1)ヘッジ会計の方法

同左

 

  (2)ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：金利スワップ取引　

ヘッジ対象：借入金利息

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 

  (3)ヘッジ方針

将来の借入金の金利上昇リスクに対

し、借入額の範囲内で金利スワップ取

引によりヘッジを行う方針でありま

す。

 (3)ヘッジ方針

将来の借入金の金利上昇リスクに対

し、借入額の範囲内で金利スワップ取

引によりヘッジを行う方針でありま

す。

また、ヘッジ会計の中止に伴って発生

した評価差額は、ヘッジ対象の満期ま

での期間にわたって金利の調整として

各期の損益に配分しております。

  (4)ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変

動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・

フロー変動の累計を比較し、両者の変

動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を

評価しております。

 (4)ヘッジ有効性評価の方法

同左

 

(6）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しておりま

す。

同左

 

６．のれんの償却に関する事

項

のれんの償却については、２年間の均等

償却を行っております。

のれんの償却については、その効果が発

現すると見積られる期間（主として10

年）で均等償却を行っております。

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。

 

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

──────  （有形固定資産の減価償却方法） 

当連結会計年度より、平成19年度の法人税法の改正

に伴い、平成19年４月１日以降取得の有形固定資産に

ついては、改正後の法人税法に規定する償却方法に変

更いたしました。

なお、この変更による影響額は軽微であります。

──────  （企業結合に係る会計基準等） 

当連結会計年度より「企業結合に係る会計基準

（企業会計審議会　平成15年10月31日）」及び「事業

分離等に関する会計基準（企業会計基準第７号　平成

17年12月27日）」並びに「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針（企業会計基準

適用指針第10号　最終改正平成18年12月22日）」を適

用しております。

表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

──────  （連結貸借対照表） 

１．前連結会計年度まで、有形固定資産の「その他」に

含めて表示しておりました「建物及び構築物」は、当

連結会計年度において、資産総額の100分の１を超え

たため、区分掲記することにしました。

なお、前連結会計年度の有形固定資産の「その他」

に含まれる「建物及び構築物」は131百万円でありま

す。

２．前連結会計年度まで、「無形固定資産」に含めて表

示しておりました「のれん」は、当連結会計年度にお

いて、資産総額の100分の１を超えたため、当連結会計

年度において区分掲記することにしました。

なお、前連結会計年度の「無形固定資産」に含まれ

る「のれん」は49百万円であります。

追加情報

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

 （たな卸資産）

当連結会計年度において、保有目的の変更により販売

用不動産から建物及び構築物へ69百万円、土地へ22百万

円振替えております。

 （たな卸資産）

当連結会計年度において、保有目的の変更によりたな

卸資産から建物及び構築物へ691百万円、土地へ209百万

円振替えております。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成18年12月31日現在）

当連結会計年度
（平成19年12月31日現在）

※１．担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。

 （百万円）

※１．担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。

 （百万円）

販売用不動産 4,212

仕掛販売用不動産 8,527

建物及び構築物 69

土地 22

 計 12,832

定期預金 50

販売用不動産 391

仕掛販売用不動産 22,459

建物及び構築物 523

土地 1,282

 計 24,707

 　なお、上記の他連結上相殺消去しております関係会

社株式6,500百万円があります。

 

　担保付債務は次のとおりであります。 

 

  担保付債務は次のとおりであります。

 

  （百万円）

短期借入金 2,500

一年内返済予定長期借入

金
1,467

長期借入金 7,265

計 11,232

  （百万円）

短期借入金 351

一年内返済予定長期借入

金
6,239

長期借入金 19,730

計 26,321

　なお、上記の他に、短期借入金1,700百万円、一年内返

済予定長期借入金3,959百万円及び長期借入金2,554

百万円に対して、販売用不動産1,854百万円及び仕掛

販売用不動産5,138百万円を登記留保として提供して

おります。

　なお、上記の他に、短期借入金1,631百万円、一年内返

済予定長期借入金5,751百万円及び長期借入金3,435

百万円に対して、販売用不動産1,194百万円及び仕掛

販売用不動産9,139百万円を登記留保として提供して

おります。

２．受取手形の期末裏書高は、152百万円であります。 ２．受取手形の期末裏書高は、255百万円であります。

 ３. 偶発債務
 　次の関係会社について、平成19年12月12日付の金融

機関からの借入に対し債務保証を行っております。

 

保証先 金額(百万円) 内容

株式会社サンシ

ティビルド
200 運転資金

 ４.　当社においては、運転資金の効率的な調達を行　うた

め取引銀行２行と貸出コミットメント契約を締結し

ております。これら契約に基づく当連結会計年度末

の借入未実行残高は次のとおりであります。

  （百万円）

 貸出コミットメントの総

額

800

借入実行残高 －

計 800
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。

（百万円）

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。

（百万円）

給料手当 841

賞与引当金繰入額 18

役員退職慰労引当金繰入

額 
36

退職給付費用 45

広告宣伝費 1,147

販売促進費 205

支払手数料 302

減価償却費 7

給料手当 962

賞与引当金繰入額 26

役員退職慰労引当金繰入

額 
29

退職給付費用 69

広告宣伝費 1,665

支払手数料 1,085

減価償却費 16

  

※２．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

（百万円）

※２．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

（百万円）

建物及び構築物 3

その他 0

計 3

その他 0

※３．　　　　　　　　────── ※３．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

（百万円）

 建物及び構築物 6
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前会計年度末株式
数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式（注）１ 214,385.35 322,363.35 － 536,748.70

合計 214,385.35 322,363.35 － 536,748.70

自己株式     

普通株式（注）２ 1.35 1.35 － 2.70

合計 1.35 1.35 － 2.70

（注）１．発行済株式の増加のうち214,385.35株は株式１株につき２株の株式分割よるものであります。また、第１回新

株予約権の行使により576株増加、平成18年８月31日より11月13日まで第２回無担保転換社債型新株予約権付社

債の行使により107,402株増加しております。

２．自己株式の数の増加は、株式１株につき２株の株式分割によるもであります。

３．前期は連結財務諸表を作成していないため前会計年度としております。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年３月29日

定時株主総会
普通株式 310 1,450 平成17年12月31日 平成18年３月29日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年３月28日

定時株主総会
普通株式 912 利益剰余金 1,700 平成18年12月31日 平成19年３月29日

当連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式（注）１ 536,748.70 608.00 － 537,356.70

合計 536,748.70 608.00 － 537,356.70

自己株式     

普通株式（注）２ 2.70 26,864.00 － 26,866.70

合計 2.70 26,864.00 － 26,866.70

（注）１．発行済株式総数の増加は、第１回新株予約権の行使によるものであります。

２．自己株式の株式数の増加は、市場買付けによるもであります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額
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（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年３月28日

定時株主総会
普通株式 912 1,700 平成18年12月31日 平成19年３月29日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議予定）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年３月27日

定時株主総会
普通株式 663 利益剰余金 1,300 平成19年12月31日 平成20年３月28日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

（平成18年12月31日現在）

（百万円）

（平成19年12月31日現在）

（百万円）

現金及び預金勘定 23,570

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金
△10

現金及び現金同等物 23,560

現金及び預金勘定 15,342 

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金
△60 

現金及び現金同等物 15,282 

  ２．新株予約権付社債（転換社債型新株予約権付社

債）に付された新株予約権の行使の内容

（百万円）

新株予約権の行使による資本金

増加額
3,999

新株予約権の行使による資本準

備金増加額
3,999

新株予約権の行使による新株予

約権付社債減少額
　7,999

２．　　　　　　　──────

※３．株式の取得により新たに連結子会社となった株式

会社サンシティビルドの連結開始時における資産及

び負債の内訳並びに子会社株式の取得による収入

（純額）との関係は次のとおりであります。

※３．株式の取得により新たに連結子会社となった株式

会社地建の連結開始時における資産及び負債の内訳

並びに子会社株式の取得による支出（純額）との関

係は次のとおりであります。

 

 （百万円）

流動資産 217

固定資産 32

のれん 79

流動負債 △252

固定負債 △78

当連結会計年度に取得した株式

の取得価額
0

新規連結子会社の現金及び現金

同等物
24

子会社株式取得による収入 24

  

 

 （百万円）

流動資産 15,077

固定資産 2,122

のれん 4,018

流動負債 △11,213

固定負債 △3,505

当連結会計年度に取得した株式

の取得価額
6,500

未払金 △650

新規連結子会社の現金及び現金

同等物
△2,121

子会社株式取得による支出 3,728
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1)　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

(1)　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械装置及び
運搬具

12 6 6

有形固定資産
その他
（器具及び備
品） 

50 21 28

合計 63 28 35

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械装置及び
運搬具

31 5 25

有形固定資産
その他
（器具及び備
品） 

54 26 27

合計 86 32 53

(2)　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

(2)　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

 （百万円）

１年内 11

１年超 25

合計 36

 （百万円）

１年内 16

１年超 39

合計 55

(3)　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び支払利息相当額、減損損失

(3)　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び支払利息相当額、減損損失

 （百万円）

支払リース料 12

減価償却費相当額 11

支払利息相当額 1

 （百万円）

支払リース料 16

減価償却費相当額 14

支払利息相当額 1

(4)　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4)　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(5)　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

(5)　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

２． オペレーティング・リース取引 ２． オペレーティング・リース取引

未経過リース料 未経過リース料

 （百万円）

１年内 3

１年超 3

合計 7

 （減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

 （百万円）

１年内 3

１年超 4

合計 7

 （減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。
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（有価証券関係）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 

種類

前連結会計年度
（平成18年12月31日現在）

当連結会計年度
（平成19年12月31日現在）

取得原価
（百万円）

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

取得原価
（百万円）

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの

(1)株式 0 0 0 － － －

(2)債券 － － － － － －

(3)その他 － － － － － －

小計 0 0 0 － － －

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの

(1)株式 － － － 25 17 △8

(2)債券 － － － － － －

(3)その他 105 100 △4 105 92 △12

小計 105 100 △4 130 109 △21

合計 106 101 △4 130 109 △21

（注）  その他有価証券で時価のある株式等の減損処理にあたっては、当該連結会計年度末日の時価が取得原価の70％

以下の銘柄についてその適用対象としております。ただし、当該期末日の時価が取得原価の70％以下、50％超の銘

柄については、過去１年間を通じて時価が取得原価の70％以下である場合に減損処理を行うこととしておりま

す。

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

種　類

前連結会計年度
（平成18年12月31日現在）

当連結会計年度
（平成19年12月31日現在）

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券

非上場株式

非上場債券

その他

 

11

100

111

 

11

100

111

３．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

 
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超（百万円）

１．債券     

(1）社債 － － 100 －

２．その他 － － 111 －

合計 － － 211 －
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

(1）取引の内容

金利スワップ取引 

(1）取引の内容

同左

(2）取引に対する取組方針

デリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリスク

回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針で

あります。

(2）取引に対する取組方針

同左

(3）取引の利用目的

デリバティブ取引は、借入金利の将来の上昇リスクを

回避する目的で利用しております。

(3）取引の利用目的

同左

①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。 

なお、一部の金利スワップ取引については、ヘッ

ジ会計の適用要件を充足しなくなったものについ

ては、ヘッジ会計の適用を中止しております。

①　ヘッジ会計の方法

同左

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：金利スワップ取引

ヘッジ対象：借入金利息 

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

③　ヘッジ方針

将来の借入金の金利上昇リスクに対し、借入額

の範囲内で金利スワップ取引によりヘッジを行う

方針であります。

③　ヘッジ方針

同左

④　ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計と

ヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を比

較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性

を評価しております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

(4）取引に係るリスクの内容

当社が利用している金利スワップ取引は、変動金利を

固定金利に交換するものであるため、将来の市場金利変

動リスクはほとんどないと判断しております。

なお、デリバティブ取引の契約先は信用度の高い国内

の銀行であるため、相手方の契約不履行によるリスクは

ほとんどないと認識しております。

(4）取引に係るリスクの内容

同左

(5）取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引の実行及び管理は、取引権限及び取

引限度額等を定めた「デリバティブ取引管理規程」に

従い、管理本部長の決裁により実行しております。

(5）取引に係るリスク管理体制

同左

２．取引の時価等に関する事項

デリバティブ取引の種類、契約額等、時価及び評価損益

（金利関連）

区分 種類

前連結会計年度末（平成18年12月31日） 当連結会計年度末（平成19年12月31日）

契約額等

（百万円）

契約額等の

うち１年超

（百万円）

時価

（百万円）

評価損益

（百万円）

契約額等

（百万円）

契約額等の

うち１年超

（百万円）

時価

（百万円）

評価損益

（百万円）

市場取引以外

の取引

金利スワップ取引         

受取変動・支払固定 2,000 2,000 △9 △3 2,700 2,700 △10 1

受取変動・支払変動 － － － － 300 300 △4 9

受取固定・支払固定 － － － － 1,850 1,850 △26 37
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区分 種類

前連結会計年度末（平成18年12月31日） 当連結会計年度末（平成19年12月31日）

契約額等

（百万円）

契約額等の

うち１年超

（百万円）

時価

（百万円）

評価損益

（百万円）

契約額等

（百万円）

契約額等の

うち１年超

（百万円）

時価

（百万円）

評価損益

（百万円）

合計 2,000 2,000 △9 △3 4,850 4,850 △41 48

（注）１．時価の算定方法

取引金融機関から提示された価格によっております。 

２．ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社グループは、確定給付型の制度として、退職一時金制度、適格退職年金制度及び厚生年金基金制度を併用

しております。なお、厚生年金基金制度は、全国宅地開発厚生年金基金に加入しております。 

２．退職給付債務及びその内訳

 
前連結会計年度

（平成18年12月31日現在）

当連結会計年度

（平成19年12月31日現在）

(1)退職給付債務（百万円） △39 △76

(2)年金資産（百万円） 61 66

(3)未積立退職給付債務(1)＋(2)（百万円） 22 △10

(4)前払年金費用（百万円） 22 16

(5)退職給付引当金（百万円） － 26

　（注）１．当社及び連結子会社は退職給付債務算定にあたり、簡便法を採用しております。

２．当社及び連結子会社は総合設立型の厚生年金基金に加入しており、自社の拠出に対応する年金資産の額を合

理的に計算できないため、当該厚生年金基金への要拠出額を退職給付費用として処理しております。

　なお、掛金拠出割合により計算した年金資産の額は次のとおりであります。

前連結会計年度　　822百万円 当連結会計年度　　1,076百万円

３．退職給付費用の内訳

 
前連結会計年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

退職給付費用（百万円） 56 84

(1)勤務費用（百万円） 56 84
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成15年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
役員　　　　 9名

従業員　　　83名

ストック・オプション数

（注）
普通株式　11,776株

付与日 平成15年３月26日

権利確定条件

新株予約権の割当てを受け

たものは、権利行使時におい

ても当社または当社子会社

の取締役及び従業員である

ことを要する。 

対象勤務期間  定めはありません。

権利行使期間
 自　平成17年４月１日

 至　平成20年３月31日

 （注）株式分割をしておりますので、株式分割後の株式数に換算して記載しております。

 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成15年

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）  

前会計年度末 －

権利確定 －

権利行使 －

失効 －

未行使残 －

権利確定後　　　　　　（株）  

前会計年度末 6,208

権利確定 0

権利行使 576

失効 0

未行使残 5,632

 （注） 前期は連結財務諸表を作成していないため前会計年度としております。
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②　単価情報

 
平成15年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） １株当たり　8,200

行使時平均株価　　　　　（円） 103,666

公正な評価単価（付与日）（円） －

 （注）会社法施行日前に付与されたストックオプションであるために、公正な評価単価は記載しておりません。

当連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成15年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
役員　　　　 9名

従業員　　　83名

ストック・オプション数

（注）
普通株式　11,776株

付与日 平成15年３月26日

権利確定条件

新株予約権の割当てを受け

たものは、権利行使時におい

ても当社または当社子会社

の取締役及び従業員である

ことを要する。 

対象勤務期間  定めはありません。

権利行使期間
 自　平成17年４月１日

 至　平成20年３月31日

 （注）株式分割をしておりますので、株式分割後の株式数に換算して記載しております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成15年

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 －

権利確定 －

権利行使 －

失効 －

未行使残 －

権利確定後　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 5,632

権利確定 0

権利行使 608

失効 0

未行使残 5,024

②　単価情報

 
平成15年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） １株当たり　8,200

行使時平均株価　　　　　（円） 66,850

公正な評価単価（付与日）（円） －

 （注）会社法施行日前に付与されたストックオプションであるために、公正な評価単価は記載しておりません。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成18年12月31日現在）

当連結会計年度
（平成19年12月31日現在）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（繰延税金資産）  （百万円）

未払事業税損金不算入  89

賞与引当金繰入限度超過額  7

役員退職慰労引当金損金不算

入額

 
84

貸倒引当金繰入限度超過額  20

その他  33

繰延税金資産小計  234

評価性引当額  △7

繰延税金資産計  226

（繰延税金負債）   

前払年金費用  8

繰延税金負債計  8

繰延税金資産の純額  218

（繰延税金資産）  （百万円）

未払事業税損金不算入  124

賞与引当金繰入限度超過額  14

役員退職慰労引当金損金不算

入額

 
101

貸倒引当金繰入限度超過額  53

広告宣伝費否認  36

土地評価損  265

その他  81

繰延税金資産小計  677

評価性引当額   △300

繰延税金資産計  377

（繰延税金負債）   

前払年金費用  6

その他  9

繰延税金負債計  16

繰延税金資産の純額  360

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

    法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下である

ため、記載を省略しております。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 

  （％）

法定実効税率

（調整）

 
40.60

のれん償却  2.67

タックスクッション  0.55

交際費等永久に損金に算入さ

れない項目

 
0.43

税務上の繰越欠損金の利用  △0.39

住民税均等割  0.27

その他  △0.15

税効果会計適用後の法人税等

の負担率

 
43.98
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      （企業結合等関係）

当連結会計年度（自　平成19年１月１日　　至　平成19年12月31日)

 

パーチェス法適用

１．企業結合の概要

 被取得企業の名称 株式会社地建

被取得企業の事業の内容 分譲マンション事業、分譲戸建事業、賃貸事業

 企業結合を行った主な理由 東海、甲信越、北陸地区での分譲マンション事業等の拡大をはかるため

 企業結合日 平成19年４月２日

 企業結合の法的形式 当社が株式会社地建の株式を100％取得

 取得した議決権比率 100％

 結合後企業の名称 株式会社地建

 

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の事業の業績の期間

　　　　平成19年４月１日から平成19年12月31日まで

 

３．被取得企業の取得原価及び内訳

  (1) 被取得企業の取得原価    6,500百万円

  (2) 取得原価の内訳  株式取得費用   6,500百万円

   

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

  (1) のれんの金額  4,018百万円

  (2) 発生原因 平成19年３月31日現在で評価した同社資産と負債及び株式取得原価との差額

  (3) 償却方法及び償却期間 10年間の均等償却を行っております。

 

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

 流動資産  15,077百万円

 固定資産   2,122百万円

 資産計  17,200百万円

 流動負債  11,213百万円

 固定負債   3,505百万円

 負債計  14,718百万円

 

６．当該企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定したときの当期の連結損益計算書への影響の概算額

 売上高及び損益情報  

 売上高  2,697百万円

 経常利益  　318百万円

 当期純利益  　174百万円

 （概算額の算定方法及び重要な前提条件）

　上記「売上高及び損益情報」は、被取得企業の平成19年１月１日から平成19年３月31日までの売上高及び経常

利益並びに当期純利益の額を基礎に算定しております。

　なお、当該注記は、新日本監査法人の監査証明は受けておりません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）

 
分譲マン
ション事業
（百万円）

不動産流動
化事業
（百万円）

その他の事
業
（百万円）

計
（百万円）

消去または
全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業利益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 25,391 16,958 1,397 43,747 － 43,747

(2）セグメント間の内部売上

高または振替高
－ － 212 212 (212) －

計 25,391 16,958 1,609 43,960 (212) 43,747

営業費用 23,419 14,465 1,612 39,497 118 39,615

営業利益（または△営業損

失）
1,972 2,492 △2 4,462 (330) 4,131

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的

支出
      

資産 12,065 23,364 898 36,328 24,617 60,945

減価償却費 3 0 2 5 3 9

資本的支出 0 － 19 19 4 23

　（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各事業の主な商品

(1)分譲マンション事業・・・・・・分譲マンションの企画・開発・販売

(2)不動産流動化事業・・・・・・・賃貸用マンションや商業施設の企画・開発・売却または中古オフィスビ　

ル等の買取り、売却

(3)その他の事業 ・・・・・・・・ 賃貸業務・耐震補強工事・分譲マンションの内装工事等

３．営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用は322百万円であり、その主なものは、親

会社の管理部門に係る費用です。

４．資産のうち、消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は24,617百万円であり、その主なものは、当社で

の余資金運用資金（現預金及び有価証券）及び管理部門に係る資産であります。

当連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

 
分譲マン
ション事業
（百万円）

不動産流動
化事業
（百万円）

その他の事
業
（百万円）

計
（百万円）

消去または
全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業利益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 29,570 37,535 2,485 69,591 － 69,591

(2）セグメント間の内部売上

高または振替高
－ － 911 911 (911) －

計 29,570 37,535 3,397 70,503 (911) 69,591

営業費用 28,267 32,569 3,034 63,872 (552) 63,319

営業利益 1,303 4,965 362 6,631 (359) 6,272

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的

支出
      

資産 35,418 25,719 4,392 65,530 14,351 79,882

減価償却費 10 0 15 26 4 30

資本的支出 4 － 2 6 4 11
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　（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各事業の主な商品

(1)分譲マンション事業・・・・・・分譲マンションの企画・開発・販売

(2)不動産流動化事業・・・・・・・賃貸用マンションや商業施設の企画・開発・売却または中古オフィスビ　

ル等の買取り、売却

(3)その他の事業 ・・・・・・・・ 賃貸業務・耐震補強工事・分譲マンションの内装工事等

３．営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用は324百万円であり、その主なものは、親

会社の管理部門に係る費用です。

４．資産のうち、消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は14,351百万円であり、その主なものは、当社で

の余資金運用資金（現預金及び有価証券）及び管理部門に係る資産であります。

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）

　全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が100％のため所在地

別セグメント情報の記載を省略しております。

当連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

　全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が100％のため所在地

別セグメント情報の記載を省略しております。

【海外売上高】

前連結会計年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）

　海外売上高がないため海外売上高の記載を省略しております。

当連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

　海外売上高がないため海外売上高の記載を省略しております。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）

(1) 役員及び個人主要株主等

属性 氏名 住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員の兼
任等
（人）

事業上の
関係

役員  佐々木雅彦  － －
当社常務

取締役
0.3 －  －

マンション

購入
20  売掛金 －

住宅改修 0  売掛金 －

　（注）１．取引金額には消費税等が含まれておりません。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

当社商品の販売については、一般顧客の取引条件と同様に決定しております。

当連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

(1) 役員及び個人主要株主等

属性 氏名 住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員の兼
任等
（人）

事業上の
関係

役員  花島　伸行  － －
当社社外

監査役
－ －  － 土地仕入 79 － －

　（注）１．取引金額には消費税等が含まれておりません。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

当社土地の仕入については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。

３．花島伸行は、弁護士であり破産者瀬戸貢、破産者株式会社瀬戸工業所の破産管財人としての取引であります。

EDINET提出書類

株式会社サンシティ(E04006)

有価証券報告書

62/94



（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１株当たり純資産額 38,352円72銭

１株当たり当期純利益金額 4,570円43銭

潜在株式調整後１株当たり　　　　　当期

純利益金額
4,346円60銭

１株当たり純資産額 41,606円68銭

１株当たり当期純利益金額 5,505円60銭

潜在株式調整後１株当たり　　　　　当期

純利益金額
5,493円94銭

（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりでありま

す。

 
前連結会計年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） 2,066 2,934

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

（うち利益処分による役員賞与金）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,066 2,934

期中平均株式数（株） 452,058 533,086

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（株） 23,279 608

（うち新株予約権） （1,757） （608）

（うち新株予約権付社債） （21,522） （ － ）
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

──────     　当社は、平成20年３月24日開催の取締役会決議に

基づき（仮称）仙台長町南複合施設プロジェクト

に係るプロジェクト資金に充当するため、平成20年

３月26日付をもって、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

をアレンジャー及びエージェントとするシンジ

ケートローン契約（融資総額4,500百万円）を締結

しております。なお、当該シンジケートローンの主

な契約内容は以下のとおりであります。

金額　　　:4,500百万円

契約期間　:２年間

参加行　　:株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

株式会社北都銀行

株式会社秋田銀行

金利　　　:日本円TIBOR（３ヶ月）＋1.6％

担保　　　:土地、建物

　　　また、当該契約に伴い、アレンジメントフィー70百万

円（消費税等含む）を平成20年３月26日に支払っ

ております。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
当期末残高
（百万円）

利率（％） 担保 償還期限

株式会社地建 株式会社地建第４回無担保社債 平成16.３.31
59
(17)

0.91 なし 平成23.３.31

株式会社地建 株式会社地建第６回無担保社債 平成17.11.25 100 1.27 なし 平成22.11.25

株式会社地建 株式会社地建第７回無担保社債 平成18.６.26 120 1.83 なし 平成23.６.26

合計 － －
279
(17)

－ － －

　（注）１．（　）内書は、１年以内の償還予定額であります。

２．株式会社地建は、当連結会計期間に新たに連結子会社となったため、前期末残高の記載は省略しておりま　

す。

３．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内
（百万円）

１年超２年
以内
（百万円）

２年超３年
以内
（百万円）

３年超４年
以内
（百万円）

４年超５年
以内
（百万円）

17 17 117 128 －

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 5,902 3,054 2.1 －

１年以内に返済予定の長期借入金 5,614 12,959 2.2 －

長期借入金

(１年以内に返済予定のものを除く。)
12,587 23,589 2.3

平成21年１月31日

～

平成32年８月１日

その他の有利子負債 － － － －

計 24,104 39,603 － －

（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結貸借対照表日後５年内における返済予定額は次の

とおりであります。

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

7,065 8,655 4,361 2,341

（２）【その他】

該当事項はありません。　
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
第15期

（平成18年12月31日）
第16期

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   23,514   13,414  

２．売掛金   940   516  

３．販売用不動産 ※１  16,573   13,104  

４．仕掛販売用不動産 ※１  16,799   28,825  

５．貯蔵品   4   6  

６．前渡金   672   1,146  

７．前払費用   234   188  

８．繰延税金資産   108   128  

９．その他   433   300  

貸倒引当金   △23   △25  

流動資産合計   59,258 98.2  57,605 86.8

Ⅱ　固定資産        

(1）有形固定資産        

１．建物 ※１ 127   820   

減価償却累計額  12 114  17 802  

２．構築物  0   0   

減価償却累計額  0 0  0 0  

３．器具備品  21   25   

減価償却累計額  13 8  16 8  

４．土地 ※１  36   245  

有形固定資産合計   159 0.3  1,057 1.6

(2）無形固定資産        

１．商標権   1   1  

２．電話加入権   9   9  

無形固定資産合計   10 0.0  10 0.0
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第15期

（平成18年12月31日）
第16期

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券   323   315  

 ２．関係会社株式 ※１  0   6,500  

３．出資金   1   1  

４．長期貸付金   41   61  

５．関係会社長期貸付金   150   462  

６．長期前払費用   22   17  

７．繰延税金資産   109   118  

８．その他   289   310  

貸倒引当金   △28   △57  

投資その他の資産合計   909 1.5  7,728 11.6

固定資産合計   1,079 1.8  8,796 13.2

資産合計   60,338 100.0  66,401 100.0

        

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形   10,899   10,615  

２．工事未払金   1,680   122  

３．短期借入金 ※１  5,902   1,560  

４．一年内返済予定長期借
入金

※１  5,596   9,761  

５．未払金   513   1,365  

６．未払費用   90   101  

７．未払法人税等   1,140   1,043  

８．未払消費税等   －   55  

９．前受金   25   47  

10．預り金   932   481  

11．前受収益   91   23  

12．賞与引当金   17   21  

 13. その他   1   8  

流動負債合計   26,891 44.5  25,206 38.0
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第15期

（平成18年12月31日）
第16期

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅱ　固定負債        

１．長期借入金 ※１  12,519   20,036  

２．役員退職慰労引当金   209   192  

３．その他   43   103  

固定負債合計   12,771 21.2  20,331 30.6

負債合計   39,662 65.7  45,538 68.6

        

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１．資本金   7,505 12.4  7,508 11.3

２．資本剰余金        

(1）資本準備金  7,387   7,390   

資本剰余金合計   7,387 12.3  7,390 11.1

３．利益剰余金        

(1）利益準備金  16   16   

(2）その他利益剰余金        

別途積立金  2,900   4,100   

繰越利益剰余金  2,880   3,233   

利益剰余金合計   5,796 9.6  7,349 11.1

４．自己株式   △0 △0.0  △1,367 △2.1

株主資本合計   20,689 34.3  20,880 31.4

Ⅱ　評価・換算差額等        

１．その他有価証券評価差
額金

  △2 △0.0  △7 △0.0

２．繰延ヘッジ損益   △11 △0.0  △9 △0.0

評価・換算差額等合計   △14 △0.0  △17 △0.0

純資産合計   20,675 34.3  20,863 31.4

負債純資産合計   60,338 100.0  66,401 100.0

        

②【損益計算書】

  
第15期

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第16期
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高        

１．不動産売上高  42,350   57,355   

２．その他事業収入  346 42,697 100.0 429 57,785 100.0

Ⅱ　売上原価        

１．不動産売上原価  34,340   47,631   

EDINET提出書類

株式会社サンシティ(E04006)

有価証券報告書

68/94



  
第15期

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第16期
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

２．その他事業原価  249 34,589 81.0 224 47,856 82.8

売上総利益   8,107 19.0  9,928 17.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  3,886 9.1  4,760 8.3

営業利益   4,221 9.9  5,168 8.9

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  4   32   

２．解約違約金収入  27   13   

３．賃貸収入  185   571   

４．その他  35 252 0.6 59 677 1.2

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  456   886   

２．支払手数料  247   582   

３．賃貸原価  49   131   

４．その他  72 826 2.0 36 1,637 2.8

経常利益   3,646 8.5  4,208 7.3

Ⅵ　特別利益        

 １．貸倒引当金戻入益  25 25 0.1 － － －

Ⅵ　特別損失        

１．固定資産除却損 ※２ 3 3 0.0 0 0 0.0

税引前当期純利益   3,669 8.6  4,208 7.3

法人税、住民税及び事業
税

 1,487   1,768   

法人税等調整額  26 1,513 3.6 △26 1,742 3.0

当期純利益   2,155 5.0  2,466 4.3
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不動産売上原価明細書

  
第15期

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第16期
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　土地原価  4,017 11.7 2,936 6.2

Ⅱ　外注費  14,849 43.2 11,635 24.4

Ⅲ　経費  1,313 3.8 959 2.0

Ⅳ　購入販売用不動産  － － 400 0.9

Ⅴ　１棟販売土地原価  2,873 8.4 9,142 19.2

Ⅵ　１棟販売外注費  4,242 12.4 9,679 20.3

Ⅶ　１棟販売経費  559 1.6 1,591 3.3

Ⅷ　購入１棟販売用不動産  6,483 18.9 11,286 23.7

不動産売上原価  34,340 100.0 47,631 100.0

      

　（注）１．原価計算の方法は個別原価計算によっております。

　　　　２．購入販売用不動産及び購入１棟販売用不動産は、一括仕入による不動産の販売原価であります。

その他事業原価明細書

  
第15期

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第16期
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　家賃収入原価  194 77.9 195 86.9

Ⅱ　その他原価  54 22.1 29 13.1

その他事業原価  249 100.0 224 100.0
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

平成17年12月31日　残高
（百万円）

3,503 3,385 3,385 16 1,500 2,447 3,963 △0 10,852

事業年度中の変動額          

新株の発行 4,002 4,002 4,002      8,004

別途積立金の積立     1,400 △1,400 －  －

剰余金の配当      △310 △310  △310

利益処分による役員賞与　      △12 △12  △12

当期純利益      2,155 2,155  2,155

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）　

         

事業年度中の変動額合計
（百万円）

4,002 4,002 4,002 － 1,400 432 1,832 － 9,837

平成18年12月31日　残高
（百万円）

7,505 7,387 7,387 16 2,900 2,880 5,796 △0 20,689

 
評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成17年12月31日　残高
（百万円）

－ － － 10,852

事業年度中の変動額     

新株の発行    8,004

別途積立金の積立    －

剰余金の配当    △310

利益処分による役員賞与    △12

当期純利益    2,155

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額)　

△2 △11 △14 △14

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△2 △11 △14 9,822

平成18年12月31日　残高
（百万円）

△2 △11 △14 20,675

当事業年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

平成18年12月31日　残高
（百万円）

7,505 7,387 7,387 16 2,900 2,880 5,796 △0 20,689

事業年度中の変動額          

新株の発行 2 2 2      4

別途積立金の積立     1,200 △1,200 －  －

剰余金の配当      △912 △912  △912

当期純利益      2,466 2,466  2,466
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

自己株式の取得        △1,367 △1,367

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）　

         

事業年度中の変動額合計
（百万円）

2 2 2 － 1,200 353 1,553 △1,367 191

平成19年12月31日　残高
（百万円）

7,508 7,390 7,390 16 4,100 3,233 7,349 △1,367 20,880

 
評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成18年12月31日　残高
（百万円）

△2 △11 △14 20,675

事業年度中の変動額     

新株の発行    4

別途積立金の積立     

剰余金の配当    △912

当期純利益    2,466

自己株式の取得    △1,367

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額)　

△4 1 △3 △3

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△4 1 △3 188

平成19年12月31日　残高
（百万円）

△7 △9 △17 20,863
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重要な会計方針

項　　目
第15期

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第16期
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1)子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用してお

ります。

(1)子会社株式及び関連会社株式

同左

 (2)その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。

(2)その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

移動平均法による原価法を採用してお

ります。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用してお

ります。

 なお、匿名組合契約に基づく出資（証

券取引法第２条第２項により有価証券と

みなされるもの）については、組合契約

に規定される決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書類を基礎とし、損益の

純額に対する持分相当額を取込む方法に

よっております。

なお、匿名組合契約に基づく出資（金

融商品取引法第２条第２項により有価証

券とみなされるもの）については、組合

契約に規定される決算報告日に応じて入

手可能な最近の決算書類を基礎とし、損

益の純額に対する持分相当額を取込む方

法によっております。

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

(1)デリバティブ

時価法を採用しております。

(1)デリバティブ

同左

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1)販売用不動産及び仕掛販売用不動産

個別法による原価法を採用しておりま

す。

(1)販売用不動産及び仕掛販売用不動産

同左

 (2)貯蔵品

最終仕入原価法を採用しております。

(2)貯蔵品

同左

４．固定資産の減価償却の方

法

(1)有形固定資産

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く）について

は、定額法を採用しております。

(1)有形固定資産

同左

 (2)無形固定資産

定額法によっております。

(2)無形固定資産

同左

 (3)長期前払費用

定額法によっております。

(3)長期前払費用

同左

５．繰延資産の処理方法 (1)株式交付費

支出時に全額費用処理しております。

(1)株式交付費

同左

 (2)社債発行費

支出時に全額費用処理しております。

(2)社債発行費

──────
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項　　目
第15期

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第16期
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

６．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため一

般債権については貸倒実績率により貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

(1)貸倒引当金

同左

 (2)賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるた

め、賞与支給見込額のうち、当期の負担に

属する部分を計上しております。

(2)賞与引当金

同左

 (3)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期

末における簡便法（期末自己都合要支給

額を退職給付債務とする方法）による退

職給付債務及び年金資産の額に基づき計

上しております。

なお、当期末においては、年金資産が退

職給付債務を22百万円上回ったため、長

期前払費用に含めて計上しております。

(3)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期

末における簡便法（期末自己都合要支給

額を退職給付債務とする方法）による退

職給付債務及び年金資産の額に基づき計

上しております。

なお、当期末においては、年金資産が退

職給付債務を16百万円上回ったため、長

期前払費用に含めて計上しております。

 (4)役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、当社内規に基づく期末要支給額を計

上しております。

(4)役員退職慰労引当金

同左

７．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左

８．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

(1)ヘッジ会計の方法

同左

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：金利スワップ取引

ヘッジ対象：借入金利息

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 (3)ヘッジ方針

将来の借入金の金利上昇リスクに対

し、借入額の範囲内で金利スワップ取引

によりヘッジを行う方針であります。

(3)ヘッジ方針

将来の借入金の金利上昇リスクに対

し、借入額の範囲内で金利スワップ取引

によりヘッジを行う方針であります。

また、ヘッジ会計の中止に伴って発生

した評価差額は、ヘッジ対象の満期まで

の期間にわたって金利の調整として各期

の損益に配分しております。

 (4)ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動

の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フ

ロー変動の累計を比較し、両者の変動額

等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価し

ております。

(4)ヘッジ有効性評価の方法

同左

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1)消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(1)消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

 第15期
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第16期
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

（固定資産の減損に係る会計基準）

当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会　平成15年10月31日　企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。この変更に伴う影響はありま

せん。

 （有形固定資産の減価償却方法） 

当事業年度より、平成19年度の法人税法の改正に伴い、

平成19年４月１日以降取得の有形固定資産については改

正後の法人税法に規定する償却方法に変更いたしまし

た。

なお、この変更による影響額は軽微であります。

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月９

日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会　平成17年12月９日企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。

──────

従来の資本の部の合計に相当する金額は、20,686百万円

であります。

なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度におけ

る貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。

 

 

──────  （企業結合に係る会計基準等） 

当事業年度より「企業結合に係る会計基準（企業会計

審議会　平成15年10月31日）」及び「事業分離等に関す

る会計基準（企業会計基準第７号　平成17年12月27

日）」並びに「企業結合会計基準及び事業分離等会計基

準に関する適用指針（企業会計基準適用指針第10号　最

終改正平成18年12月22日）」を適用しております。

追加情報

第15期
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第16期
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

 （販売用不動産）  （販売用不動産）

当事業年度において、保有目的の変更により販売用不

動産から建物へ69百万円、土地へ22百万円振替えており

ます。

当事業年度において、保有目的の変更により販売用不

動産から建物へ691百万円、土地へ209百万円振替えてお

ります。
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注記事項

（貸借対照表関係）

第15期
（平成18年12月31日現在）

第16期
（平成19年12月31日現在）

※１．担保資産及び担保付債務 ※１．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

（百万円）

担保に供している資産は次のとおりであります。

（百万円）

販売用不動産 4,212

仕掛販売用不動産 8,527

建物 69

土地 22

計 12,832

販売用不動産 391

仕掛販売用不動産 19,894

建物 68

土地 22

関係会社株式 6,500

計 26,876

担保付債務は次のとおりであります。

（百万円）

担保付債務は次のとおりであります。

（百万円）

短期借入金 2,500

一年内返済予定長期借入金 1,467

長期借入金 7,265

計 11,232

一年内返済予定長期借入金 4,436

長期借入金 19,002

計 23,438

　なお、上記の他に短期借入金1,700百万円、一年内返済予定

長期借入金3,959百万円、長期借入金2,554百万円に対して、

販売用不動産1,854百万円、仕掛販売用不動産5,138百万円

を登記留保として提供しております。

　なお、上記の他に短期借入金695百万円、一年内返済予定

長期借入金4,646百万円、長期借入金1,034百万円に対して、

販売用不動産 1,194百万円、仕掛販売用不動産4,891百万円

を登記留保として提供しております。

２．偶発債務

次の関係会社について、金融機関からの借入に対し

債務保証を行っております。 

保証先 金額（百万円） 内容

 株式会社　サンシ

ティビルド
80 運転資金 

２．偶発債務

次の関係会社について、金融機関からの借入に対し

債務保証を行っております。 

保証先 金額（百万円） 内容

 株式会社　サンシ

ティビルド
263 運転資金 

 株式会社　地建

 
2,401 運転資金 

   ３．当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行２行と貸出コミットメント契約を締結し

ております。これら契約に基づく当連結会計年度末の

借入未実行残高は次のとおりであります。

（百万円）

 貸出コミットメントの総

額

800

借入実行残高 －

計 800
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（損益計算書関係）

第15期
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第16期
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は60.9％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は39.1％であ

ります。

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は66.8％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は33.2％であ

ります。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

（百万円）

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

（百万円）

役員報酬 213

給料手当 796

賞与 92

賞与引当金繰入額 13

退職給付費用 45

役員退職慰労引当金繰入額 36

法定福利費 101

広告宣伝費 1,129

支払手数料 304

販売促進費 205

減価償却費 6

給料手当 790

賞与引当金繰入額 16

退職給付費用 58

役員退職慰労引当金繰入額 21

広告宣伝費 1,300

支払手数料 897

減価償却費 6

貸倒引当金繰入額 7

※２．固定資産除却損は、構築物３百万円、器具備品０百

万円であります。

※２．固定資産除却損は、器具備品であります。

（株主資本等変動計算書関係）

第15期（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式（注） 1.35 1.35 － 2.70

合計 1.35 1.35 － 2.70

（注）自己株式の数の増加は、株式１株につき２株の株式分割によるもであります。

第16期（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式（注） 2.70 26,864.00 － 26,866.70

合計 2.70 26,864.00 － 26,866.70

（注）自己株式の株式数の増加は、市場買付けによるもであります。
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（リース取引関係）

第15期
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第16期
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1)　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

(1)　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

車両運搬具 8 5 3

器具備品 41 20 20

合計 50 25 24

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

車両運搬具 21 3 17

器具備品 42 21 20

合計 63 24 38

(2)　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

(2)　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

 （百万円）

１年内 8

１年超 16

合計 25

 （百万円）

１年内 11

１年超 27

合計 39

(3)　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び支払利息相当額、減損損失

(3)　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び支払利息相当額、減損損失

 （百万円）

支払リース料 10

減価償却費相当額 9

支払利息相当額 1

 （百万円）

支払リース料 12

減価償却費相当額 11

支払利息相当額 1

(4)　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

(4)　減価償却費相当額の算定方法

同左

(5)　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

(5)　利息相当額の算定方法

同左

２． オペレーティング・リース取引 ２． オペレーティング・リース取引

未経過リース料 未経過リース料

  （百万円）

１年内 3

１年超 3

合計 7

 （減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

  （百万円）

１年内 3

１年超 4

合計 7

 （減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。
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（有価証券関係）

第15期（平成18年12月31日現在）

　子会社株式で時価のあるものはありません。

第16期（平成19年12月31日現在）

　子会社株式で時価のあるものはありません。

　　　（企業結合等関係）

第16期（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

　連結財務諸表注記事項（企業結合等関係）に記載のとおりであります。

（税効果会計関係）

第15期
（平成18年12月31日現在）

第16期
（平成19年12月31日現在）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（繰延税金資産）    （百万円）

未払事業税損金不算入  89

賞与引当金繰入限度超過額  7

役員退職慰労引当金損金不算

入額

 
84

貸倒引当金繰入限度超過額  20

その他  25

繰延税金資産計  226

（繰延税金負債）   

前払年金費用  8

繰延税金負債計  8

繰延税金資産の純額  218

（繰延税金資産）    （百万円）

未払事業税損金不算入  79

賞与引当金繰入限度超過額  8

役員退職慰労引当金損金不算

入額

 
77

貸倒引当金繰入限度超過額  33

広告宣伝費否認  29

その他  24

繰延税金資産計  253

（繰延税金負債）   

前払年金費用  6

繰延税金負債計  6

繰延税金資産の純額  246

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下である

ため、記載を省略しております。

同左
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（１株当たり情報）

第15期
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第16期
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１株当たり純資産額 38,519円24銭

１株当たり当期純利益金額 4,768円33銭

潜在株式調整後１株当たり　　　　　当期

純利益金額
4,534円81銭

１株当たり純資産額 40,869円07銭

１株当たり当期純利益金額 4,625円90銭

潜在株式調整後１株当たり　　　　　当期

純利益金額
4,616円10銭

　当社は平成18年２月１日付をもって、１株を２株に分割

しております。当該株式分割が前期首に行われたと仮定し

た場合の前期における１株当たり情報については、次のと

おりであります。

１株当たり純資産額 25,281円63銭

１株当たり当期純利益金額 4,811円80銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
4,563円07銭

 

（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりでありま

す。

 
第15期

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

第16期
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） 2,155 2,466

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

（うち利益処分による役員賞与金） （ － ） （ － ）

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,155 2,466

期中平均株式数（株） 452,058 533,086

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（株） 23,279 608

（うち新株予約権） （1,757） （608）

（うち新株予約権付社債） （21,522） （ － ）
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（重要な後発事象）

第15期
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第16期
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

──────     　当社は、平成20年３月24日開催の取締役会決議に

基づき（仮称）仙台長町南複合施設プロジェクト

に係るプロジェクト資金に充当するため、平成20年

３月26日付をもって、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

をアレンジャー及びエージェントとするシンジ

ケートローン契約（融資総額4,500百万円）を締結

しております。なお、当該シンジケートローンの主

な契約内容は以下のとおりであります。

金額　　　:4,500百万円

契約期間　:２年間

参加行　　:株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

株式会社北都銀行

株式会社秋田銀行

金利　　　:日本円TIBOR（３ヶ月）＋1.6％

担保　　　:土地、建物

　　　また、当該契約に伴い、アレンジメントフィー70百万

円（消費税等含む）を平成20年３月26日に支払っ

ております。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

投資有価

証券

その他有価

証券

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）

エルシ－ピー・リート・アドバ

イザーズ　株式会社　
228 11

計 228 11

 

【債券】

投資有価

証券

その他有価

証券

銘柄 券面総額（百万円）
貸借対照表計上額

（百万円）

株式会社　福島銀行

第１回期限前償還条項付無担保

社債（劣後特約付及び少人数投

資家向け）　

100 100

計 100 100

 

【その他】

投資有価

証券

その他有価

証券

銘柄 投資口数（口）
貸借対照表計上額

（百万円）

エルシーピー投資法人　 9 3

東北インデックスファンド　 100,000,000 89

エス・シー200606ファンド － 111

計 100,000,009 204

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産        

建物 127 692 － 820 17 4 802

構築物 0 － － 0 0 0 0

器具備品 21 4 0 25 16 3 8

土地 36 209 － 245 － － 245

有形固定資産計 185 906 0 1,091 34 8 1,057

無形固定資産        

商標権 1 － － 1 0 0 1

電話加入権 9 － － 9 － － 9

無形固定資産計 11 － － 11 0 0 10

長期前払費用 23 0 6 18 1 0 17

繰延資産        

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

　（注）建物の当期増加額は、保有目的の変更により販売用不動産から建物への振替691百万円と本社事務所内装設備　　　　

　　　工事１百万円によるものです。
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【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 52 41 6 4 82

賞与引当金 17 21 17 － 21

役員退職慰労引当金 209 21 38 － 192

（注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」のうち２百万円は一般債権の貸倒実績率による洗替額であり、１百万円

は貸倒懸念債権に係る回収不能見込額の回収によるものであります。

（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ)現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 5

預金の種類  

普通預金 13,397

郵便貯金 0

定期預金 10

小計 13,408

合計 13,414

ロ)売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

一般顧客 498

株式会社　エイツーコーポレーション 18

合計 516

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

次期繰越高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

940 58,888 59,312 516 99.1 5

（注） 当期発生高には消費税等が含まれております。
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ハ)販売用不動産

品目 摘要 面積（㎡） 金額（百万円）

 分譲マンション

土地

建物

その他

計

14,284

44,568

－

－

1,528

7,242

553

9,324

賃貸マンション

土地

建物

その他

計

6,580

16,183

－

－

1,443

2,133

203

3,780

合計

土地

建物

その他

計

20,865

60,752

－

－

2,971

9,375

757

13,104

地域別内訳 

地域

面積（㎡）

金額（百万円）

土地 建物

宮城県 3,145 11,017 2,503

青森県 3,328 7,192 836

秋田県 2,553 8,928 1,757

岩手県 1,771 4,951 978

山形県 288 1,905 351

福島県 2,713 5,129 1,099

栃木県 1,638 5,946 1,194

茨城県 968 1,983 410

埼玉県 2,430 8,883 1,913

東京都 99 676 952

神奈川県 1,926 4,137 1,106

合計 20,865 60,752 13,104

ニ)仕掛販売用不動産

品目 摘要 面積（㎡） 金額（百万円）

 分譲マンション

土地

建物

その他

計

50,077

130,778

－

－

6,925

951

811

8,688

賃貸マンション

土地

建物

その他

計

9,337

36,250

－

－

3,055

871

240

4,166
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品目 摘要 面積（㎡） 金額（百万円）

商業施設

土地

建物

その他

計

74,433

56,031

－

－

4,454

242

616

5,313

商業ビル他

土地

建物

その他

計

7,285

34,504

－

－

9,100

512

1,044

10,656

合計

土地

建物

その他

計

141,133

257,564

－

－

23,534

2,577

2,712

28,825

（注） 面積については、完成時の面積であります。

地域別内訳 

地域

面積（㎡）

金額（百万円）

土地 建物

宮城県 36,420 99,247 13,047

青森県 58,080 32,444 4,202

秋田県 1,327 6,299 286

岩手県 6,199 14,899 559

山形県 9,709 18,070 1,802

福島県 14,429 44,488 2,274

茨城県 1,840 3,911 0

埼玉県 8,508 19,168 3,123

東京都 2,604 14,893 3,101

神奈川県 2,013 4,141 427

合計 141,133 257,560 28,825

ホ)貯蔵品

区分 金額（百万円）

収入印紙 6

その他 0

合計 6

②　固定資産

イ)関係会社株式  
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区分 金額（百万円）

株式会社 地建 6,500

株式会社 サンシティビルド 0

合計 6,500

③　流動負債

イ)支払手形

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

りんかい日産建設　株式会社 2,581

株式会社　フジタ 2,014

埼玉建興　株式会社 1,326

株式会社　オリエンタル白石　 974

宮城建設　株式会社 946

その他（５社） 2,771

合計 10,615

期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成20年　 １月 258

　　　 ２月 3,524

　　　 ３月 946

　　　 ４月 5,886

合計 10,615

ロ)工事未払金

相手先 金額（百万円）

金田建設　株式会社 19

株式会社　フジタ　 10

りんかい日産建設　株式会社 9

大豊建設　株式会社 8

株式会社　みちのく計画　 8

その他（18社） 66

合計 122

ハ)短期借入金

相手先 金額（百万円）

株式会社　三菱東京UFJ銀行 905

株式会社　七十七銀行 465

株式会社　あおぞら銀行 150

合計 1,560
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ニ)一年内返済予定長期借入金

相手先 金額（百万円）

株式会社　りそな銀行 4,350

株式会社　三井住友銀行 1,345

中央三井信託銀行　株式会社　 1,020

株式会社　みずほ銀行 910

株式会社　福島銀行 856

株式会社　足利銀行　　 840

その他（２行） 440

合計 9,761

③　固定負債

イ)長期借入金

相手先 金額（百万円）

株式会社　三井住友銀行 7,048

株式会社　あおぞら銀行 6,900

株式会社　みずほ銀行 3,185

株式会社　りそな銀行 1,278

中央三井信託銀行　株式会社　 1,050

株式会社　横浜銀行 575

合計 20,036

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から１２月３１日

定時株主総会 事業年度末日の翌日から３ヶ月以内

基準日 １２月３１日

株券の種類 10株券　１株券

剰余金の配当の基準日 ６月３０日　１２月３１日

１単元の株式数 －

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社

取次所
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

日本証券代行株式会社　本店及び全国各支店

名義書換手数料 無　　　料

新券交付手数料 無　　　料

端株の買取り  

取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社

取次所
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

日本証券代行株式会社　本店及び全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他やむを

得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL

http://www.suncity-web.co.jp

株主に対する特典 なし

　（注）　当社は、端株制度の適用を受けております。

当社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない理由によって電子公告による公告がで

きない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第15期）（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）平成19年３月28日関東財務局長に提

出。

(2）臨時報告書

平成19年４月２日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）に基づく臨時報告書であり

ます。

(3) 半期報告書

事業年度（第16期中）（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）平成19年９月27日関東財務局長に提

出。

(4）自己株券買付状況報告書

報告期間（自平成19年９月19日　至平成19年９月30日）平成19年10月３日関東財務局長に提出。

 

(5）自己株券買付状況報告書

報告期間（自平成19年10月１日　至平成19年10月31日）平成19年11月５日関東財務局長に提出。

 

(6) 半期報告書の訂正報告書

事業年度（第16期中）（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）平成19年11月８日関東財務局長に提

出。

(7）自己株券買付状況報告書

報告期間（自平成19年11月１日　至平成19年11月12日）平成19年11月12日関東財務局長に提出。

 

(8）自己株券買付状況報告書

報告期間（自平成19年11月13日　至平成19年11月30日）平成19年12月５日関東財務局長に提出。

 

(9）自己株券買付状況報告書

報告期間（自平成19年12月１日　至平成19年12月20日）平成19年12月21日関東財務局長に提出。

 

(10) 有価証券報告書の訂正報告書

事業年度（第15期）（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）平成20年３月27日関東財務局長に提

出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

平成19年３月28日

株　式　会　社　サ　ン　シ　テ　ィ

取　締　役　会　 御　中

み　す　ず　監　査　法　人

 

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　藤　井　静　雄

   

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　小　川　高　広

   

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社サンシ

ティの平成18年１月１日から平成18年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に

連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経

営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表

示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社サン

シティ及び連結子会社の平成18年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途

保管しております。
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独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

 平成２０年３月２７日

株 式 会 社 サ ン シ テ ィ  

 取 締 役 会　御 中    

 新 日 本 監 査 法 人 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 那須　和良

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小川　高広

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 有倉　大輔

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社サンシティの平成１９年１月１日から平成１９年１２月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につ

いて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

サンシティ及び連結子会社の平成１９年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追加情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成２０年３月２６日付でシンジケートローン契約を締結した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　なお、当監査法人は、会社に対し、監査証明との同時提供が認められる公認会計士法第２条第２項の業務を継続的に行って

いる。

以　　上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

平成19年３月28日

株　式　会　社　サ　ン　シ　テ　ィ

取　締　役　会　 御　中

み　す　ず　監　査　法　人

 

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　藤　井　静　雄

   

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　小　川　高　広

   

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社サンシ

ティの平成18年１月１日から平成18年12月31日までの第15期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本

等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に

財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討

することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社サンシ

ティの平成18年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途

保管しております。
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独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

 平成２０年３月２７日

株 式 会 社 サ ン シ テ ィ  

 取 締 役 会　御 中    

 新 日 本 監 査 法 人 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 那須　和良

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小川　高広

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 有倉　大輔

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社サンシティの平成１９年１月１日から平成１９年１２月３１日までの第１６期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社サン

シティの平成１９年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績の状況をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成２０年３月２６日付でシンジケートローン契約を締結した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　なお、当監査法人は、会社に対し、監査証明との同時提供が認められる公認会計士法第２条第２項の業務を継続的に行って

いる。

以　　上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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